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第１章 調査の目的と手法 

１．調査の目的 

 我が国経済が持続的な発展を続けていくためには、イノベーションの連続的な創出を

喚起し、経済構造の変革を図っていくことが喫緊の課題となっている。 

 大学発ベンチャーは大学に潜在する研究成果を掘り起こし、新規制の高い製品により、

新市場を創出する「イノベーションの担い手」として期待されている。我が国の大学発

ベンチャー数は、大学発ベンチャー創出促進を目的として平成 13年度に制定された「大

学発ベンチャー1000 社計画（平沼プラン）」以降、産学官による積極的な支援を背景と

して次第に増加しており、平成 15 年度末には大学発ベンチャー1,000 社計画を達成す

るに至っている。 

 昨年度実施した「平成 19 年度産業技術調査（大学発ベンチャーに関する基礎調査）」

においては、大学発ベンチャーはその特徴として、技術に起因する脆弱性や、人材に起

因する脆弱性を有することが指摘されており、そのための今後の具体的な課題としては、

「資金面」、「人材面」、「販路面」の強化、また、フェーズとしては、特に創業早期（ア

ーリー）段階での支援の重要性が提言されている。こうしたなかで、大学発ベンチャー

の特徴を十分に踏まえ、大学も含めた関係各者が連携して大学発ベンチャーを支援して

いくことの重要性がより高まっている。 

 本件調査では、昨今の国際金融情勢や新興市場等の環境が変化する中で、大学発ベン

チャーの設立状況や経営状況等について調査を行うとともに、大学発ベンチャーの現状

や課題を整理し、特に①大学発ベンチャーに係る資金需要と資金供給との間にありうる

ミスマッチについて、②創業早期（アーリー）段階における大学発ベンチャーの課題と

解決・支援策について、③大学発ベンチャー支援を実施している大学の支援策、体制整

備等について調査分析し、今後の大学発ベンチャーの質的向上のための施策への反映に

資することを目的とする。 

 

 

２．大学発ベンチャーの企業数調査手法 

 平成 20 年度末時点における大学発ベンチャーの設立状況を明らかにするため、次の

ように分析を進めた。 

 

＇１（アンケート調査の実施 

 大学発ベンチャーの企業数に関するアンケート票を全国の大学、工業高等専門学校、

都道府県、ＴＬＯ、インキュベーション施設等に送付した（図表 1-1）。 
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図表１－１：調査票発送機関内訳 

大学・工業高等専門学校 1249 

ＴＬＯ 47 

インキュベーション施設 405 

行政機関等 47 

計 1748 

うち回収件数 525 

調査期間 平成 21 年 2 月～3 月  

       

＇２（大学発ベンチャー数の確定 

 上記（１）の方法により、平成 20 年度末時点における大学発ベンチャー候補として、

2,649 社の抽出を行い、次にＷＥＢ、電話、電子メール等による確認調査を実施し、事

業概要、大学との関連等の確認を行い、平成 20 年度末時点で企業活動を営んでいる大

学発ベンチャー数を 1,809 社確定した。 

 

３．大学発ベンチャーに対するアンケート調査 

 平成 19 年度調査で実施した大学発ベンチャーへのアンケート調査結果を踏まえ、大

学発ベンチャーが直面する課題に関して仮説設定を行った上で、大学発ベンチャー向け

のアンケート調査を行った。 

 

＇１（調査実施時期 

 平成 21 年 2月 4 日～3月 23 日 

 

＇２（調査対象、実施方法 

 平成 19 年度に把握した大学発ベンチャー1,773 社のうち、それ以降に消滅した企業

や、所在地不明の企業等を除く 1,728 社を対象に、郵送による調査票の送付・回収（希

望する企業には WEB、電子メール、FAX にて回収）にて実施し、「コアベンチャー」280

社、「共同開発ベンチャー」77 社、合計 357 社（回答率 20.7％）の回答を得た（図表

1-2、図表 1-3）。 

なお、以後のアンケート結果分析は、主として「コアベンチャー」280 社を中心に行

っているが、必要に応じて「共同開発ベンチャー」の結果も参考にしている。 
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＇３（回収状況 

図表 1-2：送付・回収状況 

 発送 回収 回収率 

コアベンチャー 1,356 280 20.6% 

共同開発ベンチャー 372 77 20.7% 

全体 1,728 357 20.7% 

         

図表 1-3：業種別回収数 

 

４．大学に対するアンケート調査手法 

 各大学における大学発ベンチャーの創出状況を踏まえ、大学によるベンチャー支援の

現況、今後の支援についての意向等について把握するため、大学（国公立大、私立大学）

に対してアンケート調査を実施した。 

 

＇１（調査実施時期 

平成 21年 2 月 17 日～3月 23 日 

 

＇２（調査対象、実施方法 

 平成 19 年度末において、大学発ベンチャーを 5 社以上輩出している大学等 155 校に

対し郵送により調査票を送付・回収し、98 校（回収率 63.2％）の回答を得た（図表１

-4）。 

 

 

  全体 コアベンチャー 共同研究ベンチャー 

  企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 

バイオ系 149  41.7%  117  41.8%  32 41.6%  

ＩＴ系 57  16.0%  44  15.7%  13 16.9%  

その他 151  42.3%  119  42.5%  32 41.5%  

合計 357  100.0%  280  100.0%   77 100.0%  

（注）コアベンチャー：大学で生まれた研究成果を基に起業したベンチャー、大学と

深い関連のある学生ベンチャー 

   共同開発ベンチャー：設立 5 年以内に大学と共同研究・大学からの技術移転・

大学の施設等の利用経験があるベンチャー、その他大学か

ら出資がある等大学と深い関連のあるベンチャー 
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＇３（回収状況 

図表１-４：送付・回収状況 

 発送 回収 回収率 

全体 155 98 63.2％ 

 

５．ベンチャーキャピタルに対するアンケート調査手法 

 ベンチャーキャピタルによる大学発ベンチャー支援の現況、また今後の支援について

の意向等について把握するため、全国のベンチャーキャピタルに対してアンケート調査

を実施した。 

 

＇１（調査実施時期 

平成 21年 2 月 10 日～3月 23 日 

 

＇２（調査対象、実施方法 

 ベンチャーキャピタル 111 社に対して郵送による調査票の送付・回収を行い、46 件

（回収率 41.4％）の回答を得た（図表 1-5）。 

 

＇３（回収状況 

図表 1-5：送付・回収状況 

 発送 回収 回収率 

全体 111 46 41.4％ 

     

６．ＴＬＯ及びインキュベーション施設に対するアンケート調査手法 

 ＴＬＯやインキュベーション施設による大学発ベンチャー支援の現況、また今後の支

援についての意向等について把握するため、全国のＴＬＯ及びインキュベーション施設

に対してアンケート調査を実施した。 

＇１（調査実施時期 

平成 21年 2 月 20 日～3月 23 日 

 

＇２（調査対象、実施方法 

 ＴＬＯ47 校及びインキュベーション施設 405 施設に対して郵送による調査票の送

付・回収を行い、81 件（回収率 20.0％）の回答を得た（図表 1－6）。 
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＇３（回収状況 

図表 1-6：送付・回収状況 

 発送 回収 回収率 

TLO 47 18 38.3％ 

インキュベーション施設 405 63 15.6％ 

全体 452 81 20.0％ 

     

７．大学発ベンチャー20 選の選定手法 

＇１（調査実施時期 

  平成 21 年 1 月 13 日～平成 21年 3月 27 日 

  

＇２（調査対象、実施方法   

大学発ベンチャー支援機関、ベンチャーキャピタル、事業団体の関係者等からの情報

収集により大学発ベンチャー20 選候補を挙げ、同候補に対するヒアリング等による情

報を基に、研究会（8．参照）での審議を経て、大学発ベンチャー20 選を選定した。 

 なお、選定にあたっては、成長が期待される大学発ベンチャーを選定することとし、 

前年度までにＩＰＯをしていないこと、優れた技術を有していること、経営体制が整備

されていること、ＶＣ等金融関係者からの出資又は融資を得ていること、事業実績等を

勘案して選定作業を進めた。 

 

 

８．研究会の設置 

 本件調査を効果的に進めるため、大学発ベンチャーの実態に詳しい有識者・実務家か

ら構成される研究会を設置し、平成 20 年度内に 3 回開催した。研究会委員の構成を図

表 1-7 に示す。 
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図表 1-7：「大学発ベンチャーに関する基礎調査」研究会委員名簿 

＇敬称略、50 音順：平成 21 年 3 月現在（ 

委員長 西澤 昭夫  東北大学大学院 経済学研究科 教授 

 

委 員 綾尾 慎治  ＮＰＯ法人日本ＭＩＴエンタープライズ・フォーラム理事  

委 員 郷治 友孝  株式会社東京大学エッジキャピタル 代表取締役社長 

委 員 杉田 庄司  日本ベンチャーキャピタル協会 企画部長 

委 員 林  正浩  静岡大学 教授・イノベーション共同研究センター副センター長 

委 員 藤波 光雄  株式会社バイオフロンティアパートナーズ 取締役 

委 員 牧  兼充  慶應義塾大学 大学院政策・メディア研究科/ 

ＳＩＶアントレプレナー・ラボラトリー ファウンダー 

委 員 丸山 正明  株式会社日経ＢＰ プロデューサー 

委 員 渡辺  孝  芝浦工業大学大学院 教授・工学マネジメント研究科長 

 

オブザーバー 経済産業省 大学連携推進課 

 

事務局     (株)日本経済研究所 
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第２章 大学発ベンチャーの創出状況 

１．大学発ベンチャーの企業数 

 平成 20 年度末時点で事業活動を行っている大学発ベンチャーの総数は 1,809 社とな

っている。また、創出ベースでみると 2,121 社となった。 

これらの大学発ベンチャーを図表 2-1 に示すとおりに分類すると、「大学で生まれた

研究成果をもとに起業したベンチャー」は 1,149 社で全体の 63.5％を占めている。ま

た、大学と関連の深いベンチャー660 社（全体の 36.5％）の中では、「大学と深い関連

のある学生ベンチャー」280 社（全体の 15.5％）と、相対的に多い結果となっている。 

 

図表 2-1：大学発ベンチャーの分類整理 

  企業数 比率 

大学で生まれた研究成果をもとに起業したベンチャー 

＇大学で達成された研究成果に基づく特許や新たな技術・ビジネス手法を事業

化する目的で新規に設立された企業（ 

 1,149 社 63.5％  

大学と関連の深いベンチャー 660 社 36.5％  

  

創業者の持つ技術やノウハウを事業化するために、 

設立 5 年以内に大学と協同研究等を行った 
218 社  12.1％  

既存事業を維持・発展させるため、 

設立 5 年以内に大学から技術移転等を受けた 
 68 社 3.8％  

大学と深い関連のある学生ベンチャー  280 社 15.5％  

大学からの出資がある等、 

その他、大学と深い関連のあるベンチャー 
 94 社 5.2％  

現在活動している大学発ベンチャー企業合計 1,809 社  100.0％  

  
他社と合併し消滅した大学発ベンチャー 32 社   

倒産、清算等、活動停止した大学発ベンチャー 280 社   

設立された大学発ベンチャーの企業合計 2,121 社   

  詳細が不明で確認が取れなかった企業 53 社   

  その他、大学発ベンチャーの定義に該当しなかった企業等 475 社   

大学発ベンチャーとはカウントしなかった企業 528 社   

調査した企業の合計  2,649 社     
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２．企業数の推移 

 大学発ベンチャー数の年度毎の推移を見ると、平成 10 年の大学技術移転促進（ＴＬ

Ｏ）法の制定以降、法体系の整備がなされたこともあり、増加傾向を示している。 

また、コアベンチャー（「大学で生まれた研究成果を元に起業したベンチャー」と、

「大学と深い関連のある学生ベンチャー」の合計）の推移を見ると、平成 10 年度まで

は全体の半数程度であったが、その割合は年々増加し、平成 20 年度調査結果では全体

の約８割を占めるに至っている（図表 2-2）。 

 

図表 2-2：大学発ベンチャーの設立年度別企業数 ＇単位：社（ 
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  注：コアベンチャーとは、前頁の大学発ベンチャーの分類整理の中で、「大学で生まれた研究成果を

基に起業したベンチャー」と「大学と深い関連のある学生ベンチャー」を足したものである。 

 

なお、図表 2－3 に示した年度毎の設立数については、必ずしも設立年度内に全ての

設立数が把握できていないのが現状である。その理由としては、「創業間もない」、「事

業規模が小さい」等により、起業しているものの認知されていない企業や、年度後半に

設立された企業があること等が挙げられる。このため、平成 20 年度調査においても、

補足し切れなかった企業が存在している可能性がある。 

 

しかしながら、こうした状況を勘案しても、平成 16 年度をピークとして新規設立数

は縮小傾向にある。なお、平成 20 年度の新規設立数の減尐は、経済・金融情勢の反映

によるものと考えられる（図表 2-3）。 
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図表 2-3：大学発ベンチャーの年度別設立数の推移 ＇単位：社（ 
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 全体の設立数のうち、都市圏、地方圏の設立数について、平成 13 年度と比較してみ

ると、地方圏での設立数の伸びが約 3.8 倍と都市圏の設立数の伸び約 2.7 倍を上回って

いる。これは、平成 19年度の伸びと大きな差はない（図表 2-4）。 

 

図表 2-4：設立数における都市圏と地方圏の推移 

注)都市圏：（東京都・千葉県・神奈川県・大阪府・京都府・兵庫県） 

地方圏：上記以外  

平成 19 年度伸び率は平成 19 年度報告書の数値を活用。 

  
大学発ベンチャー数 

 うち都市圏 うち地方圏 

平成 13 年度 566 社 317 社 249 社 

平成 20 年度 1，809 社  868 社  941 社  

平成 19 年度伸び率 約 3.0 倍  約 2.6 倍  約 3.5 倍 

平成 20 年度伸び率 約 3.2 倍  約 2.7 倍 約 3.8 倍 
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３．大学発ベンチャー1,809 社の経済効果 

 平成 20 年度末までに設立された大学発ベンチャー1,809 社の経済効果について、大

学発ベンチャーの売上高と雇用者（従業者）を指標として推計を行った。なお、1,809

社が直接生み出す売上高及び雇用効果を「直接効果」とし、さらに直接効果が他企業（他

産業）の生産誘発を通して生み出す総効果を「経済波及効果」（＝直接効果＋間接効果）

とした。 

 

＇１（直接効果 

 直接効果について、本アンケート調査で得た 1 社あたりの売上高1（147 百万円）と、

雇用者数2（9.5 人）を用いて試算したところ、市場規模は約 27 百億円、雇用者数は 17

千人と推計される（図表 2‐5）。 

図表 2-5：大学発ベンチャーの直接効果 

 直接効果 計算式 

市場規模 約 27 百億円 147 百万×1,809 社＝2,659 億円 

雇用者数 約 17 千人 9.5 人×1,809 社＝17,186 人 

＇２（経済波及効果 

 直接効果に間接効果を加えた経済波及効果の大きさを次のように試算した。間接効果

とは、上記の生産に伴い必要とされる他産業（他企業）からの資材やサービスの調達を

通して、当該産業の生産規模（及び雇用規模）が波及的に拡大することを意味する。 

 なお、波及効果推計のための各種係数は、平成 17 年度産業連関表に基づき、以下の

数値を採用する（図表 2-6）。 

図表 2-6：波及効果推計に用いる係数 

平成 17 年度産業連関表に基づく産業平均の中間投入率 

＇生産額に占める他産業からの調達割合（ 
0.4796 

平成 17 年度産業連関表に基づく産業平均の生産誘発係数 

＇需要１単位の増加がもたらす経済全体の生産増の割合（ 
1.681 

平成 17 年度産業連関表に基づく雇用係数 

＇生産 1 億円に必要な従業者数（ 
6.9 

  

 

 

                                                
1 有効回答数は 215 社 
2 有効回答数は 206 社 
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生産活動に対応する他産業（他企業）からの資材・サービスの投入額は、直接効果（総

売上高）×産業平均の中間投入率で導出でき、間接効果は、その額に生産誘発係数を乗

じたものとなる。 

総売上高 
× 

産業平均の 

中間投入率 × 

産業平均の 

生産誘発係数 ＝ 
間接効果 

2,659 億円 0.4796 1.681  2,144 億円 

 

大学発ベンチャーの間接効果を含めた経済波及効果は、約 4,800 億円と推計できる。 

直接効果 

＋ 

間接効果 

＝ 

経済波及効果 

2,659 億円 2,144 億円 4,803 億円 

 

 一方、雇用誘発効果については、経済波及効果に雇用係数（6.9 人／億円）を乗じる

ことにより求められるため、約 34千人と推計される。 

経済波及効果 

× 

雇用係数 

＝ 

雇用誘発効果 

4,803 億円 6.9 人／億円 約 33 千人 

 

図表 2-7：経済効果の推計 

 直接効果 波及効果 

市場規模 
約 27 百億円 

＇約 200 億円増（ 

約 48 百億円 

＇約 360 億円増（ 

雇用者数 
約 17 千人 

＇約 1,200 人増（ 

約 33 千人 

＇約 2，500 人増（ 

注：直接効果は、本アンケート調査を基に推計。表中（  ）内は平成 19 年度との増減を示す。 

 

 平成 20 年度の経済効果を平成 19 年度と比較すると、市場規模は直接効果で約 200 億

円増加、経済波及効果で約 360 億円増加し、雇用効果は直接効果で約 1,200 人増加、雇

用誘発効果で約 2,500 人増加となった。 
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図表 2-8：経済効果の比較 

2,457
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   注：本年度調査時点での平成 19 年度の企業数 1,755 社、本年度アンケート調査で得た 1 社当たりの

1 期前の売上高（140 百万円）で平成 19 年度の効果を試算。 

 

図表 2-9：雇用効果の比較 

15,971

30,622

17,186

33,141

0
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 注：本年度調査時点での平成 19 年度の企業数 1,755 社、昨年度調査における 1 社当たりの雇用者数（9.1

人）で平成 19 年度の効果を試算。 

   

大学発ベンチャーの経済効果は、創出数と個々の企業の成長を通じて増大するが、今

後は個々の企業の成長に焦点を当てていくことが重要であると考えられる。 

創出効果  大学発ベンチャーの創出数の増加 

成長効果  個々の企業が成長することによる 1 社当たりの売上と雇用者数の増加 
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４．大学発ベンチャーの事業分野 

 大学発ベンチャー1,809 社について、バイオ、IT（ハードウェア）、IT（ソフトウェ

ア）をはじめ 8分野に分類した（図表 2-10）。 

 これに基づき、大学発ベンチャーの事業分野をみると、大学の有する研究シーズを活

用しやすいことからバイオ分野のシェアが 35.0％と最も高いものの、平成 20 年度設立

ベースでは 21.8％とシェアを減尐させており、これは、バイオ系ベンチャーへのベン

チャーキャピタルからの投資の減尐等も影響しているのではないかと考えられる。2番

目にシェアが高いのは IT ソフト分野（30.2％）であるが、平成 20年度設立ベースでは

29.1％とシェアが若干減尐している。一方、機械・装置分野の平成 20 年度設立ベース

でのシェアは 21.8％とシェアを増加させている。 

 

図表 2－10：最近設立された大学発ベンチャーの事業分野 

10.5%

30.2%

11.9%

18.9%

3.7%
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18.8%

25.8%

9.4%

31.3%

16.4%

14.1%

10.2%

7.0%
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20.3%

21.8%

5.5%

29.1%

10.9%

21.8%

7.3%

3.6%

3.6%

27.3%

10.2%

35.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

バイオ

ＩＴ（ハード）

ＩＴ（ソフト）
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エネルギー

教育

その他
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平成19年度設立

平成20年度設立

 

 

 

注：１社で複数事業に関連する企業があるため、各事業分野の合計 

は 100％を上回る。 
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また、設立年度別に見た事業分野の構成比については、複数の事業分野にまたがる企

業が存在するため単純に比較できないが、バイオが減尐傾向にある一方、素材・材料が

増加傾向にあった。平成 20 年度設立分に関しては、設立件数が減尐している中、機械・

装置分野がシェアを伸ばしている（図表 2-11）。 

 

図表 2-11：年度別大学発ベンチャーの事業分野の構成 
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注：複数の事業にまたがる企業が存在するため、各年度の合計値と年度別の設立数とは 

異なる。 
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５．大学別に見る大学発ベンチャー数 

＇１（大学別創出数 

 大学発ベンチャー1,809 社の創出母体となった大学等は 252 校ある。今回調査におい

ては、厳しい経済環境を反映し、平成 20 年度の新規設立数（54 社）は昨年度（128 社）

と比較して減尐している。 

 

図表 2-12：大学発ベンチャー企業数＇国立（ 

大学名 総数
FY20
新設

大学名 総数
FY20
新設

東京大学 125 4 鹿児島大学 10 0
筑波大学 76 4 琉球大学 10 1
大阪大学 75 0 東京医科歯科大学 9 0
京都大学 64 0 千葉大学 9 0
東北大学 57 1 香川大学 9 0
東京工業大学 57 1 大分大学 9 0
九州大学 55 5 山梨大学 8 1
九州工業大学 45 1 鳥取大学 8 1
北海道大学 43 2 愛媛大学 8 0
広島大学 38 1 山形大学 7 1
神戸大学 33 0 群馬大学 7 0
徳島大学 33 2 富山大学 6 0
名古屋大学 28 0 和歌山大学 6 0
岡山大学 28 1 室蘭工業大学 5 1
東京農工大学 25 0 新潟大学 5 0
岩手大学 22 0 宮崎大学 5 0
静岡大学 22 0 小樽商科大学 4 0
奈良先端科学技術大学院大学 20 1 帯広畜産大学 4 0
京都工芸繊維大学 18 0 弘前大学 4 0
三重大学 18 1 宇都宮大学 4 0
山口大学 18 0 埼玉大学 4 0
茨城大学 16 0 島根大学 4 0
金沢大学 16 2 高知大学 4 0
豊橋技術科学大学 15 0 北見工業大学 3 0
岐阜大学 15 0 秋田大学 3 0
横浜国立大学 14 1 北海道教育大学 2 0
名古屋工業大学 14 0 滋賀医科大学 2 0
北陸先端科学技術大学院大学 14 0 旭川医科大学 1 0
福井大学 13 2 福島大学 1 0
熊本大学 12 0 東京海洋大学 1 0
信州大学 11 0 筑波技術大学 1 0
長崎大学 11 0 浜松医科大学 1 0
電気通信大学 10 0 滋賀大学 1 0
長岡技術科学大学 10 1 奈良教育大学 1 0
佐賀大学 10 0 奈良女子大学 1 0  

 

 

 

 

 

 

注：本年度も昨年度と同様に設立ベースではなく、現在活動しているベンチャー数をカウントしている。 
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図表 2-13：大学発ベンチャー企業数＇公立大学（ 

大学名 総数
FY20
新設

会津大学 23 1
大阪府立大学 18 0
名古屋市立大学 8 0
大阪市立大学 8 0
京都府立医科大学 7 0
岩手県立大学 6 0
横浜市立大学 6 0
前橋工科大学 6 0
秋田県立大学 5 0
首都大学東京 5 0
兵庫県立大学 5 0
公立はこだて未来大学 3 1
秋田公立美術工芸短期大学 3 0
静岡県立大学 3 0
滋賀県立大学 3 0
岡山県立大学 3 0
札幌医科大学 2 0
釧路公立大学 2 0
富山県立大学 2 0
県立広島大学 2 0
広島市立大学 2 0
北九州市立大学 2 0
宮城大学 1 0
福島県立医科大学 1 0
愛知県立大学 1 0
情報科学芸術大学院大学 1 0
奈良県立医科大学 1 0
京都府立大学 1 0
山口県立大学 1 0
福岡女子大学 1 0
長崎県立大学 1 0  

注：本年度も昨年度と同様に設立ベースではなく、現在活動している 

ベンチャー数をカウントしている。 
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図表 2-14：大学発ベンチャー企業数＇私立大学（その１ 

大学名 総数
FY20
新設

大学名 総数
FY20
新設

早稲田大学 74 6 中部大学 4 0
慶應義塾大学 51 3 産業医科大学 4 0
立命館大学 35 1 福岡工業大学 4 0
龍谷大学 27 0 鳥取環境大学 4 0
日本大学 23 1 東京慈恵会医科大学 4 0
東海大学 20 1 光産業創成大学院大学 3 0
デジタルハリウッド大学院 19 3 金沢工業大学 3 0
高知工科大学 17 0 九州情報大学 3 0
同志社大学 16 0 日本工業大学 3 0
東京理科大学 15 1 帝京大学 3 0
大阪産業大学 12 0 いわき明星大学 3 0
明治大学 9 0 広島国際大学 3 1
福岡大学 9 0 大阪電気通信大学 3 0
長崎総合科学大学 6 0 東京農業大学 3 0
千歳科学技術大学 6 0 多摩大学 3 0
東京女子医科大学 6 0 長浜バイオ大学 3 0
関西学院大学 6 0 東京電機大学 3 0
桐蔭横浜大学 6 0 湘南工科大学 2 0
聖マリアンナ医科大学 6 0 諏訪東京理科大学 2 1
名城大学 6 0 北海道工業大学 2 0
関西大学 6 0 上智大学 2 0
京都産業大学 5 0 京都薬科大学 2 0
青山学院大学 5 0 芝浦工業大学 2 0
中央大学 5 0 新潟工科大学 2 0
岡山理科大学 5 0 大阪工業大学 2 0
法政大学 4 0 東北福祉大学 2 0
神奈川工科大学 4 0 岩手医科大学 2 0
久留米大学 4 0 鈴鹿医療科学大学 2 0
神奈川大学 4 0 静岡理工科大学 2 0
工学院大学 4 0 徳島文理大学 2 0
藤田保健衛生大学 4 0 関西福祉科学大学 2 0
崇城大学 4 0 創価大学 2 0
北里大学 4 0 東北工業大学 2 0  

注：本年度も昨年度と同様に設立ベースではなく、現在活動しているベンチャー数をカウントしている。 
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図表 2-15:大学発ベンチャー企業数＇私立大学（その 2 

大学名 総数
FY20
新設

大学名 総数
FY20
新設

日本女子大学 2 0 跡見学園女子大学 1 0
国士舘大学 2 0 愛知東邦大学 1 0
京都造形芸術大学 2 0 千葉商科大学 1 0
阪南大学 2 0 豊田工業大学 1 0
広島国際学院大学 2 0 千葉工業大学 1 0
東洋大学 2 0 酪農学園大学 1 0
東北芸術工科大学 2 0 東京工科大学 1 0
呉大学 2 0 日本医科大学 1 0
八戸工業大学 2 0 吉備国際大学 1 0
武蔵工業大学 2 0 共栄大学 1 0
福山大学 2 0 倉敷芸術科学大学 1 0
和洋女子大学 2 0 大妻女子大学 1 0
四国大学 1 0 静岡文化芸術大学 1 0
大阪商業大学 1 0 星薬科大学 1 0
日本薬科大学 1 0 鈴鹿短期大学 1 0
山梨学院大学 1 0 玉川大学 1 0
高崎健康福祉大学 1 0 京都情報大学院大学 1 0
山口東京理科大学 1 0 大阪国際大学 1 0
就実大学 1 0 広島修道大学 1 0
東京歯科大学 1 0 中京大学 1 0
愛知産業大学 1 0 麻布大学 1 0
宝塚造形芸術大学 1 0 大阪薬科大学 1 1
会津大学短期大学部 1 0 関東学院大学 1 0
岐阜聖徳学園大学 1 0 東京医科大学 1 0
椙山女学園大学 1 0 東京工芸大学 1 0
近畿大学短期大学部 1 0 東北学院大学 1 0
金城学院大学 1 0 日本福祉大学 1 0
九州産業大学 1 0 舞上大学 1 0
奈良大学 1 0 兵庫医科大学 1 1
甲南大学 1 0 北海道医療大学 1 0
足利工業大学 1 0 北海道情報大学 1 0
金沢医科大学 1 0 北海道東海大学 1 0
神奈川歯科大学 1 0 了徳寺大学 1 0
神戸薬科大学 1 0  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：本年度も昨年度と同様に設立ベースではなく、現在活動しているベンチャー数をカウント

している。 
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図表 2-16：大学発ベンチャー企業数＇高専（ 

大学名 総数
FY20
新設

鹿児島工業高等専門学校 3 0
仙台電波工業高等専門学校 2 0
沼津工業高等専門学校 2 0
明石工業高等専門学校 2 0
呉工業高等専門学校 2 0
鶴岡工業高等専門学校 1 0
長岡工業高等専門学校 1 0
豊田工業高等専門学校 1 0
大阪府立工業高等専門学校 1 0
神戸市立工業高等専門学校 1 0
徳山工業高等専門学校 1 0
松江工業高等専門学校 1 0
佐世保工業高等専門学校 1 0
有明工業高等専門学校 1 0
熊本電波工業高等専門学校 1 0
八代工業高等専門学校 1 0  

注：本年度も昨年度と同様に設立ベースではなく、現在 

活動しているベンチャー数をカウントしている。 
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＇２（平成 20 年度創出上位大学 

 平成 20 年度中に大学発ベンチャーを創出した上位校を見ると、最も多く創出した大

学は早稲田大学（6社）であり、次いで九州大学（5社）、東京大学及び筑波大学（各 4

社）となっている（図表 2-17）。 

 

図表 2-17：平成 20 年度大学発ベンチャー創出上位大学 

順位 大学 企業数 

1 位 早稲田大学 6 

2 位 九州大学 5 

3 位 東京大学 4 

3 位 筑波大学 4 

5 位 慶應義塾大学 3 

5 位 デジタルハリウッド大学院 3 

7 位 北海道大学 2 

7 位 徳島大学 2 

7 位 金沢大学 2 

7 位 福井大学 2 

 

 

【参考】平成 19 年度調査の結果 

順位 大学 企業数 

1 位 岡山大学 8 

2 位 東京工業大学 7 

3 位 早稲田大学 6 

3 位 筑波大学 6 

5 位 東北大学 4 

6 位 京都大学 3 

6 位 デジタルハリウッド大学院 3 

6 位 明治大学 3 

 



 21 

＇３（累積ベースの上位大学 

 累積ベースで大学発ベンチャー数の多い大学トップ 10 校をみると、1 位は東京大学

で 125 社であり、次いで筑波大学が 76 社である。上位 10 大学の顔ぶれは、順位の入れ

替わりはあるものの、昨年とほぼ同じとなっている（図表 2-18）。 

 

図表 2-18：大学発ベンチャー設立大学トップ 10＇累積ベース（ 

順位 大学 企業数 昨年度順位 

1 位 東京大学 125 1 位 

2 位 筑波大学 76 5 位 

3 位 大阪大学 75 2 位 

4 位 早稲田大学 74 3 位 

5 位 京都大学 64 4 位 

6 位 東北大学 57 ７位 

6 位 東京工業大学 57 ９位 

8 位 九州大学 55 8 位 

9 位 慶應義塾大学 51 6 位 

10 位 九州工業大学 45 11 位 

注：本年度も昨年度と同様に設立ベースではなく、現在活動しているベンチャー数を 

カウントしている。 

   

＇４（大学毎の事業分野の構成 

設立上位 27 大学（20 社以上創出した大学）から創出された大学発ベンチャーの事業

分野の構成をみると、東京大学は比較的全国平均に近い構成となっているが、バイオ系

の割合が高く、素材・材料系、環境系の割合が低くなっている。バイオ系の割合が高い

大学は、名古屋大学が 71.9％と最も高く、岡山大学、東海大学、北海道大学、大阪大

学等で高い割合となっている。 

IT は会津大学でソフト系 IT の占める割合が 84.0％と最も高く、九州工業大学、慶應

義塾大学、奈良先端科学技術大学院大学等でも高い割合となっている。 

素材・材料では、京都工芸繊維大学が 50.0％と全国平均に比べ高く値なっている。 
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図表 2-19：設立数上位大学の事業分野の構成 

大学名
バ
イ
オ

ＩＴ
ハード

ＩＴ
ソフト

素
材
・
材
料

機
械
・
装
置

環
境

エ
ネ
ル
ギ
ー

教
育

そ
の
他

企
業
数

東京大学 44.2% 10.0% 28.3% 7.5% 19.2% 3.3% 1.7% 1.7% 7.5% 125
筑波大学 31.7% 7.3% 36.6% 6.1% 17.1% 9.8% 3.7% 4.9% 26.8% 76
大阪大学 54.5% 11.7% 16.9% 13.0% 23.4% 5.2% 0.0% 2.6% 13.0% 75
早稲田大学 21.9% 6.8% 45.2% 4.1% 6.8% 4.1% 0.0% 8.2% 28.8% 74
京都大学 48.5% 4.5% 28.8% 16.7% 13.6% 6.1% 1.5% 3.0% 15.2% 64
東北大学 20.0% 10.0% 25.0% 25.0% 25.0% 16.7% 5.0% 1.7% 5.0% 57
東京工業大学 17.2% 20.7% 37.9% 15.5% 22.4% 6.9% 10.3% 5.2% 24.1% 57
九州大学 45.3% 13.2% 28.3% 9.4% 24.5% 11.3% 1.9% 0.0% 13.2% 55
慶應義塾大学 28.1% 10.5% 54.4% 5.3% 12.3% 3.5% 1.8% 1.8% 12.3% 51
九州工業大学 11.9% 19.0% 57.1% 7.1% 11.9% 0.0% 0.0% 0.0% 19.0% 45
北海道大学 58.1% 4.7% 16.3% 11.6% 14.0% 11.6% 2.3% 2.3% 9.3% 43
広島大学 26.5% 2.9% 14.7% 20.6% 11.8% 14.7% 2.9% 8.8% 32.4% 38
立命館大学 7.9% 5.3% 44.7% 2.6% 10.5% 10.5% 2.6% 5.3% 21.1% 35
神戸大学 41.7% 8.3% 22.2% 5.6% 11.1% 11.1% 2.8% 0.0% 22.2% 33
徳島大学 40.7% 25.9% 33.3% 3.7% 25.9% 7.4% 0.0% 0.0% 7.4% 33
名古屋大学 71.9% 6.3% 18.8% 9.4% 21.9% 9.4% 6.3% 3.1% 0.0% 28
岡山大学 63.0% 0.0% 11.1% 7.4% 40.7% 18.5% 11.1% 0.0% 7.4% 28
龍谷大学 18.8% 9.4% 25.0% 18.8% 37.5% 9.4% 3.1% 3.1% 21.9% 27
東京農工大学 41.7% 25.0% 0.0% 25.0% 25.0% 16.7% 8.3% 0.0% 4.2% 25
会津大学 4.0% 16.0% 84.0% 0.0% 12.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 23
日本大学 26.9% 7.7% 23.1% 7.7% 19.2% 15.4% 7.7% 3.8% 42.3% 23
岩手大学 13.6% 13.6% 9.1% 27.3% 18.2% 18.2% 0.0% 9.1% 18.2% 22
静岡大学 10.0% 35.0% 30.0% 5.0% 45.0% 5.0% 5.0% 5.0% 10.0% 22
奈良先端科学技術大学院大学 38.1% 9.5% 52.4% 19.0% 4.8% 9.5% 0.0% 0.0% 0.0% 20
東海大学 60.9% 8.7% 21.7% 4.3% 4.3% 0.0% 0.0% 8.7% 21.7% 20
平均 34.6% 10.4% 29.9% 11.8% 18.7% 10.1% 3.7% 4.5% 18.6% 1809  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：１社で複数事業に関連する企業があるため、各事業分野の合計は 100％を上回る。 
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６．大学発ベンチャー所在地の地域別分布 

＇１（設立数 

 大学発ベンチャー1,809 社の現住所をもとに、都道府県別の大学発ベンチャー所在数

を図表 2-20 に示す。関東圏を中心とした都市部に大学発ベンチャーが集中している。 

 

図表 2-20：都道府県別大学発ベンチャー数 

都道府県 総数 全国比
FY20

設立数
全国比 都道府県 総数 全国比

FY20
設立数

全国比

北海道経済産業局 74 4.1% 4 7.4% 近畿経済産業局 338 18.7% 4 7.4%
北海道 74 4.1% 4 7.4% 福井県 12 0.7% 1 1.9%

東北経済産業局 130 7.2% 2 3.7% 滋賀県 40 2.2% 2 3.7%

青森県 3 0.2% 0 0.0% 京都府 102 5.6% 0 0.0%

岩手県 24 1.3% 0 0.0% 大阪府 118 6.5% 0 0.0%

宮城県 54 3.0% 2 3.7% 兵庫県 53 2.9% 0 0.0%

秋田県 11 0.6% 0 0.0% 奈良県 5 0.3% 1 1.9%

山形県 10 0.6% 0 0.0% 和歌山県 8 0.4% 0 0.0%

福島県 28 1.5% 0 0.0% 中国経済産業局 124 6.9% 4 7.4%
関東経済産業局 777 43.0% 27 50.0% 鳥取県 14 0.8% 1 1.9%

新潟県 11 0.6% 0 0.0% 島根県 7 0.4% 0 0.0%

茨城県 76 4.2% 1 1.9% 岡山県 33 1.8% 1 1.9%

栃木県 5 0.3% 0 0.0% 広島県 53 2.9% 2 3.7%

群馬県 14 0.8% 0 0.0% 山口県 17 0.9% 0 0.0%

埻玉県 21 1.2% 0 0.0% 四国経済産業局 51 2.8% 1 1.9%
千葉県 25 1.4% 3 5.6% 徳島県 18 1.0% 1 1.9%

東京都 432 23.9% 17 31.5% 香川県 9 0.5% 0 0.0%

神奈川県 138 7.6% 5 9.3% 愛媛県 8 0.4% 0 0.0%

山梨県 7 0.4% 1 1.9% 高知県 16 0.9% 0 0.0%

長野県 12 0.7% 0 0.0% 九州経済産業局 168 9.4% 8 14.8%
静岡県 36 2.0% 0 0.0% 福岡県 107 6.0% 7 13.0%

中部経済産業局 135 7.5% 3 5.6% 佐賀県 9 0.5% 0 0.0%

富山県 6 0.3% 0 0.0% 長崎県 17 0.9% 0 0.0%

石川県 21 1.2% 2 3.7% 熊本県 11 0.6% 0 0.0%

岐阜県 14 0.8% 0 0.0% 大分県 9 0.5% 1 1.9%

愛知県 78 4.3% 0 0.0% 宮崎県 5 0.3% 0 0.0%

三重県 16 0.9% 1 1.9% 鹿児島県 10 0.6% 0 0.0%

沖縄経済産業部 12 0.7% 1 1.9%
沖縄県 12 0.7% 1 1.9%

全国 1809 100.0% 54 100.0%  

 

 

＇２（都道府県別平成 20 年度設立のトップ 10 

 平成 20 年度中に大学発ベンチャーが多く設立された都道府県のトップ 10 をみると、

大学発ベンチャー設立大学トップ 10 に入る有力大学を擁する都道府県が並んでおり、

本年度は設立数が尐ない中で、地方圏も検討している（図表 2-21）。 
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図表 2-21：大学発ベンチャーの平成 20 年度設立都道府県トップ 10 

平成 20 年度調査 【参考】平成 19 年度調査 

順位 都道府県 企業数 順位 都道府県 企業数 

1 位 東京都 １７ 1 位 東京都 ２６ 

2 位 福岡県 ７ 2 位 岡山県 ８ 

3 位 神奈川県 ５ 3 位 神奈川県 ７ 

4 位 北海道 ４ 3 位 北海道 ７ 

5 位 千葉県 ３ 5 位 茨城県 ６ 

6 位 宮城県 ２ 6 位 宮城県 ４ 

6 位 石川県 ２ 6 位 広島県 ４ 

6 位 滋賀県 ２ 6 位 福岡県 ４ 

6 位 広島県 ２ 9 位 京都府 ３ 

   9 位 千葉県 ３ 

 

＇３（都道府県別累積ベースのトップ 10 

 一方、累積ベースで大学発ベンチャーが多く所在する都道府県トップ 10 をみると、

図表 2－18 で示した大学発ベンチャー設立大学トップ 10 に入る有力大学等を擁する都

道府県が上位に入っており、その顔ぶれに大きな変動はない（図表 2-22）。 

 

図表 2-22：大学発ベンチャーの所在する都道府県トップ 10＇累積ベース（ 

順位 都道府県 企業数 昨年度順位 

1 位 東京都 ４３２ 1 位 

2 位 神奈川県 １３８ 2 位 

2 位 大阪府 １１８ 3 位 

4 位 福岡県 １０７ ５位 

5 位 京都府 １０２ ４位 

6 位 愛知県 ７８ ７位 

7 位 茨城県 ７６ ８位 

8 位 北海道 ７４ 6 位 

9 位 宮城県 ５４ 10 位 

10 位 兵庫県 ５３ 9 位 

10 位 広島県 ５３ 10 位 
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＇４（地域毎の業種別企業集積の状況 

 前掲の大学発ベンチャーの事業分野でみたように、大学発ベンチャーの事業領域とし

てはバイオ分野が最も多く、次いで IT（ソフトウェア）分野となっている。これを都

道府県別設立数(累積)の上位と同府県における業種別の構成比を示した者が図表 2-23

である。 

 バイオ分野の比率が高いのは北海道、神奈川、兵庫となっている。IT 分野の比率が

高いのは東京と福岡で、ソフトウェア分野はともに 4割近い。また、大阪、京都では素

材・材料が約 2割、愛知は機械・装置分野が約 3割となっており、いずれも全国平均よ

りも高くなっている。 

 

図表 2-23： 都道府県別の事業分野の構成＇累積上位の都道府県（ 
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図表 2-24：都道府県別事業分野の構成 

都道府県 企業数

北海道 36 48.6% 6 8.1% 17 23.0% 10 13.5% 12 16.2% 7 9.5% 4 5.4% 1 1.4% 27 36.5% 74
青森県 1 33.3% 3 100.0% 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3
岩手県 5 20.8% 4 16.7% 6 25.0% 7 29.2% 3 12.5% 5 20.8% 1 4.2% 3 12.5% 5 20.8% 24
宮城県 9 16.7% 2 3.7% 16 29.6% 12 22.2% 10 18.5% 8 14.8% 2 3.7% 1 1.9% 7 13.0% 54
秋田県 8 72.7% 0 0.0% 1 9.1% 1 9.1% 1 9.1% 1 9.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 9.1% 11
山形県 5 50.0% 0 0.0% 3 30.0% 1 10.0% 1 10.0% 1 10.0% 1 10.0% 0 0.0% 2 20.0% 10
福島県 4 14.3% 4 14.3% 18 64.3% 0 0.0% 4 14.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.6% 4 14.3% 28
新潟県 1 9.1% 2 18.2% 2 18.2% 4 36.4% 5 45.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 27.3% 11
茨城県 23 30.3% 8 10.5% 26 34.2% 9 11.8% 15 19.7% 8 10.5% 4 5.3% 5 6.6% 17 22.4% 76
栃木県 1 20.0% 0 0.0% 1 20.0% 1 20.0% 3 60.0% 1 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5
群馬県 3 21.4% 1 7.1% 2 14.3% 2 14.3% 1 7.1% 7 50.0% 1 7.1% 1 7.1% 3 21.4% 14
埻玉県 5 23.8% 3 14.3% 7 33.3% 4 19.0% 4 19.0% 3 14.3% 1 4.8% 0 0.0% 3 14.3% 21
千葉県 8 32.0% 5 20.0% 7 28.0% 3 12.0% 4 16.0% 1 4.0% 1 4.0% 0 0.0% 6 24.0% 25
東京都 115 26.6% 54 12.5% 159 36.8% 34 7.9% 65 15.0% 32 7.4% 11 2.5% 24 5.6% 91 21.1% 432
神奈川県 61 44.2% 12 8.7% 29 21.0% 14 10.1% 19 13.8% 8 5.8% 8 5.8% 7 5.1% 28 20.3% 138
山梨県 4 57.1% 1 14.3% 0 0.0% 1 14.3% 3 42.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 7
長野県 4 33.3% 0 0.0% 1 8.3% 3 25.0% 3 25.0% 3 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 8.3% 12
静岡県 8 22.2% 11 30.6% 8 22.2% 1 2.8% 12 33.3% 1 2.8% 1 2.8% 1 2.8% 5 13.9% 36
富山県 3 50.0% 0 0.0% 1 16.7% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 16.7% 1 16.7% 6
石川県 11 52.4% 0 0.0% 3 14.3% 3 14.3% 3 14.3% 2 9.5% 0 0.0% 2 9.5% 7 33.3% 21
岐阜県 11 78.6% 2 14.3% 1 7.1% 3 21.4% 0 0.0% 2 14.3% 0 0.0% 1 7.1% 2 14.3% 14
愛知県 30 38.5% 7 9.0% 22 28.2% 7 9.0% 21 26.9% 9 11.5% 3 3.8% 3 3.8% 10 12.8% 78
三重県 7 43.8% 1 6.3% 7 43.8% 1 6.3% 3 18.8% 3 18.8% 1 6.3% 0 0.0% 1 6.3% 16
福井県 3 25.0% 0 0.0% 1 8.3% 2 16.7% 4 33.3% 3 25.0% 0 0.0% 5 41.7% 5 41.7% 12
滋賀県 11 27.5% 2 5.0% 12 30.0% 4 10.0% 11 27.5% 7 17.5% 0 0.0% 3 7.5% 6 15.0% 40
京都府 37 36.3% 6 5.9% 30 29.4% 17 16.7% 22 21.6% 8 7.8% 4 3.9% 4 3.9% 18 17.6% 102
大阪府 45 38.1% 11 9.3% 26 22.0% 27 22.9% 28 23.7% 13 11.0% 6 5.1% 5 4.2% 18 15.3% 118
兵庫県 26 49.1% 1 1.9% 9 17.0% 5 9.4% 13 24.5% 7 13.2% 2 3.8% 0 0.0% 6 11.3% 53
奈良県 1 20.0% 0 0.0% 2 40.0% 0 0.0% 3 60.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5
和歌山県 3 37.5% 1 12.5% 6 75.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 12.5% 0 0.0% 8
鳥取県 5 35.7% 0 0.0% 6 42.9% 1 7.1% 1 7.1% 3 21.4% 1 7.1% 0 0.0% 3 21.4% 14
島根県 2 28.6% 3 42.9% 3 42.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 14.3% 1 14.3% 7
岡山県 17 51.5% 1 3.0% 10 30.3% 3 9.1% 10 30.3% 5 15.2% 3 9.1% 0 0.0% 3 9.1% 33
広島県 26 49.1% 5 9.4% 14 26.4% 9 17.0% 13 24.5% 5 9.4% 2 3.8% 2 3.8% 20 37.7% 53
山口県 2 11.8% 1 5.9% 6 35.3% 3 17.6% 5 29.4% 1 5.9% 0 0.0% 2 11.8% 6 35.3% 17
徳島県 8 44.4% 6 33.3% 9 50.0% 1 5.6% 3 16.7% 0 0.0% 1 5.6% 1 5.6% 0 0.0% 18
香川県 6 66.7% 0 0.0% 2 22.2% 2 22.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 9
愛媛県 5 62.5% 1 12.5% 2 25.0% 1 12.5% 1 12.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 12.5% 8
高知県 3 18.8% 2 12.5% 4 25.0% 3 18.8% 5 31.3% 2 12.5% 0 0.0% 1 6.3% 2 12.5% 16
福岡県 30 28.0% 14 13.1% 46 43.0% 7 6.5% 12 11.2% 15 14.0% 5 4.7% 3 2.8% 13 12.1% 107
佐賀県 1 11.1% 0 0.0% 3 33.3% 1 11.1% 1 11.1% 2 22.2% 0 0.0% 0 0.0% 2 22.2% 9
長崎県 7 41.2% 5 29.4% 5 29.4% 0 0.0% 6 35.3% 5 29.4% 0 0.0% 2 11.8% 1 5.9% 17
熊本県 7 63.6% 0 0.0% 0 0.0% 1 9.1% 3 27.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 11
大分県 3 33.3% 1 11.1% 2 22.2% 1 11.1% 1 11.1% 2 22.2% 0 0.0% 0 0.0% 3 33.3% 9
宮崎県 3 60.0% 0 0.0% 2 40.0% 0 0.0% 1 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 20.0% 5
鹿児島県 5 50.0% 1 10.0% 1 10.0% 3 30.0% 2 20.0% 2 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 20.0% 10
沖縄県 7 58.3% 1 8.3% 1 8.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 8.3% 4 33.3% 0 0.0% 2 16.7% 12
合計 626 34.6% 188 10.4% 540 29.9% 214 11.8% 338 18.7% 183 10.1% 67 3.7% 81 4.5% 337 18.6% 1809

その他機械・装置 環境 エネルギー 教育バイオ ＩＴ
ハード ＩＴ
ソフト 素材・材料
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７．企業形態による分類 

＇１（企業形態 

 大学発ベンチャーの企業形態の分類を以下に示す。 

 

図表 2-25：大学発ベンチャーの企業形態 

形態
平成20年度

累計
割合

平成19年度調査時
累計

株式会社 1,392 76.9% 1,331
有限会社 322 17.8% 354
合資会社 12 0.7% 15
LLP(有限責任事業組合（ 16 0.9% 14
LLC＇合同会社（ 18 1.0% 15
個人事業 12 0.7% 14
その他＇企業組合、共同組合、
有限責任中間法人等、NPOは除く（

13 0.7% 12

不明 24 1.3% 18

合計 1,809 100.0% 1,773  

LLC
1.0%

個人事業
0.7% その他

0.7%

LLP
0.9%

合資会社
0.7% 不明

1.3%

株式会社
76.9%

有限会社
17.8%

 
株式会社の形態をとる企業が最も多く、1,392 社で全体の 76.9%を占める。次いで、

有限会社の 322 社で、この 2つで全体の約 95％を占める。 

 また、新たな企業形態として、産学連携やベンチャー企業同士の共同事業の促進など

を狙った LLP（有限責任事業組合）及び LLC（合同会社）の形態での設立も一部でみら

れている。 

  

＇２（ＩＰＯ＇新規株式公開（ 

平成 20年 3 月現在、大学発ベンチャーで株式公開した企業は 24社に上る。これを地

域別みると関東圏に多く、事業分野（業種）別にみるとバイオ系の企業が半数以上を占

めている。本年度のアン－ト調査で回答のあった大学発ベンチャーの平均と比較すると

従業員数は約 5倍、売上高は約 10倍となっている。 
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図表 2-26：株式公開をした大学発ベンチャーの概要 

　関東 13社 　バイオ系 17社
　近畿 7社 　ＩＴ（ソフト）系 6社
　北海道 1社 　その他 1社
　中部 2社
　九州 1社

地方（地方経済局単位） 業種

24社の企業業績等の平均

　売上高　約14億6千万円　　　　従業員数　約56人  
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第３章 大学発ベンチャーの現状と課題 

 

１．企業業績 

 大学発ベンチャーの直近の 1 社当たりの売上高（全体）は、146.7 百万円であり、共

同研究ベンチャーでは前年比増となったが、コアベンチャーでは減尐している（図表

3-1）。 

 営業利益は依然赤字が続いている。業種別ではＩＴ系が収支相償程度となった他、「そ

の他」（機械・素材等）業種は前年に比べ若干赤字幅が改善したが、バイオ系の赤字額

は増加している。また、繰越損益も改善はあったものの、赤字額は高い水準が続いてい

る。 

 

図表 3-1： 企業業績 ＇単位：百万円（ 

全体 サンプル数

全体 バイオ系 IT系 その他
全
体

バ
イ
オ
系

I
T
系

そ
の
他

設立時 ― ― ― ― ― ― ― ―
現在 268.5 448.2 68.1 165.6 283 120 49 114
前年 140.3 142.8 184.5 118.9 215 91 37 87
直近 146.7 162.0 179.7 116.5 215 91 37 87
前年 -110.3 -238.8 -4.4 -29.8 202 82 35 85
直近 -109.6 -245.3 0.0 -23.7 202 82 35 85
前年 -181.8 -313.2 -27.3 -117.1 178 72 29 77
直近 -135.6 -235.8 -13.7 -87.9 178 72 29 77

コアベンチャー サンプル数

全体 バイオ系 IT系 その他
全
体

バ
イ
オ
系

I
T
系

そ
の
他

設立時 59.6 57.8 45.5 66.9 192 94 25 73
現在 278.4 439.1 84.6 137.9 192 94 25 73
前年 114.1 130.7 125.8 89.8 171 76 29 66
直近 110.3 148.3 110.0 66.6 171 76 29 66
前年 -120.8 -260.0 -11.3 -20.8 160 68 28 64
直近 -120.8 -268.9 -6.6 -13.5 160 68 28 64
前年 -177.0 -345.5 -32.4 -59.7 145 62 26 57
直近 -126.3 -249.0 -17.1 -42.6 145 62 26 57

共同研究ベンチャー サンプル数

全体 バイオ系 IT系 その他
全
体

バ
イ
オ
系

I
T
系

そ
の
他

設立時 ― ― ― ― ― ― ― ―
現在 351.9 541.7 42.0 297.5 61 23 9 29
前年 242.2 204.0 397.4 210.3 44 15 8 21
直近 288.0 231.6 432.4 273.4 44 15 8 21
前年 -70.0 -135.6 23.2 -57.3 42 14 7 21
直近 -66.8 -131.0 26.1 -54.9 42 14 7 21
前年 -202.9 -113.1 16.1 -280.6 33 10 3 20
直近 -176.8 -154.0 15.5 -217.1 33 10 3 20

注 ： 2年分のデータが取得できた企業が対象

資本金

売上高

営業利益

繰越損益

資本金

売上高

営業利益

繰越損益

資本金

売上高

営業利益

繰越損益
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研究開発の初期段階 11 4.0% 5 3.8% 2 4.2% 4 4.2%
研究開発途中の段階 45 16.5% 31 23.8% 5 10.4% 9 9.5%
試作品を完成または試験販売中 42 15.4% 11 8.5% 7 14.6% 24 25.3%
製品化に目途がたった段階 20 7.3% 12 9.2% 2 4.2% 6 6.3%
製品又はサービスとして販売中(単年度赤字) 71 26.0% 43 33.1% 14 29.2% 14 14.7%
製品又はサービスとして販売中(単年度黒字だが累積損失あり) 29 10.6% 11 8.5% 2 4.2% 16 16.8%
製品又はサービスとして販売中(単年度黒字で累積損失なし) 55 20.1% 17 13.1% 16 33.3% 22 23.2%

合計 273 100.0% 130 100.0% 48 100.0% 95 100.0%

IT その他合計 バイオ

２．事業ステージとその進捗状況 

コアベンチャーの回答企業の事業ステージを 7段階に分け、さらに「研究開発段階」

と「事業段階」に二分化すると、「研究開発段階」が 43.2％（118 社）、「事業段階」が

56.8％（155 社）となり、昨年度に引き続き「事業段階」に分類される割合が「研究開

発段階」に分類される割合を上回っている。業種別にみると、ＩＴ系は「事業段階」の

割合が 66.7％と全体と比べて高い。またバイオ系では「事業段階」の割合は 54.6％と

なっている（図表 3-2）。 

なお、「単年度黒字・累積損失なし」としている大学発ベンチャーは 20.1％（55 社）

である。業種別にみると、ＩＴ系のうち 33.3％がこの事業段階にあり、また、バイオ

系のうち 13.1％がこの段階に分類されている。 

図表 3-2： 大学発ベンチャーの事業ステージ  

Ｒ＆Ｄ期 創業期 急成長期 成長後期 安定成長期

事業段階

本件アンケート調査 118 社 (43.2%) 155 社 (56.8%)

有効回答273社

全体 118社 43.2% 56.8%
バイオ系 59 45.4% 54.6%

IT系 16 33.3% 66.7%
その他 43 45.3% 54.7%

【詳細】

155社 
71
32
52

上記の表を、段階について業種分野毎にさらに細かく見れば下記となる(単位：社（。事業段階の企業数の合計は合計に一致
するが、1社で複数の分野に係る企業があるため、分野の合計は合計に必ずしも一致しない。

研究開発段階 事業段階

成長段階

成長初期

研究開発段階

損益分岐
期間損益

累積損益

ＳＢＩＲ型 公的ＶＣ自助努力による資金確保３Ｆ資金ビジネスエンジェルによる投資ベンチャーキャピタルによる投資株式公開／戦略的提携など

研究開発の初期段階 11社(4.0%)

研究開発途中の段階 45社(16.5%)

試作品を完成または試験販売中 42社(15.4%)

製品化に目途が立った段階 20社(7.3%)

販売中：単年度赤字 71社(26.0%)

販売中：単年度黒字、累積損失あり 29社(10.6%)

販売中：単年度黒字、累積損失なし 55社(20.1%)
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事業ステージの変化について、平成 19 年度調査と平成 20 年度調査の両年度とも回答

した 77 社の変化をみてみると、事業ステージは約 27％の企業で進展する一方、約 17％

の企業で後戻りしている。 

 「製品化に目途が立った段階」からの後戻りが高くなっている。これは、製品等に関

するユーザーのニーズ等を反映し、研究開発や試作に立ち戻っているものと考えられる。

また、平成 19 年度調査、平成 20年度調査ともに「単年度黒字で累積損失のない」企業

は 11 社（全体の 13.3％）である（図表 3-3）。 

 

図表 3-3： 事業ステージの変化 (N=77) 

                                    (単位：社) 

研
究
開
発
の
初

期
段
階

研
究
開
発
の
途

中
段
階

試
作
品
を
完

成

、
ま
た
は
試

験
販
売
中

製
品
化
に
目
途

が
立

っ
た
段
階

販
売
中
：
単
年

度
赤
字

販
売
中
：
単
年

度
黒
字

、
累
積

損
失
あ
り

販
売
中
：
単
年

度
黒
字

、
累
積

損
失
な
し

研究開発の初期段階
研究開発の途中段階 8 4 1 3 1 4
試作品を完成、または試験販売中 2 5 2 1
製品化に目途が立った段階 2 1 3
販売中：単年度赤字 　 3 2 11 2 1
販売中：単年度黒字、累積損失あり　 2 6
販売中：単年度黒字、累積損失なし　 　 2 11

平成20年度調査

平成19年度調査

 

16.9%

15.4%

25.0%

26.3%

33.3%

20.0%

27.3%

15.8%

50.0%

30.0%

61.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体＇N＝77（

販売中：単年度黒字、累積損失なし＇N
＝13（

販売中：単年度黒字、累積損失あり＇N
＝8（

販売中：単年度赤字＇N＝19（

製品化に目途が立った段階＇N＝6（

試作品を完成、または試験販売中＇N
＝10（

研究開発の途中段階＇N＝21（

後戻り

移動せず

進展

16.9%

15.4%

25.0%

26.3%

33.3%

20.0%

27.3%

15.8%

50.0%

30.0%

61.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体＇N＝77（

販売中：単年度黒字、累積損失なし＇N＝13（

販売中：単年度黒字、累積損失あり＇N＝8（

販売中：単年度赤字＇N＝19（

製品化に目途が立った段階＇N＝6（

試作品を完成、または試験販売中＇N＝10（

研究開発の途中段階＇N＝21（

後戻り

移動せず

進展

38.1％
38.1

50.0％

16.7％

57.9％

75.0％

84.6％

54.5％
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３．大学発ベンチャーの直面する課題 

大学発ベンチャーが、会社設立から研究開発、さらには製品化を図りつつ成長・発展

する上で直面する課題は、人材の確保・育成、資金調達、販路開拓の 3点である。 

これらは、経済産業省が「大学発ベンチャーに関する基礎調査」の調査を開始した平

成 14 年度以来一貫して確認されており、新たなチャレンジを踏み出した大学発ベンチ

ャーにとって、常に直面している課題であり、平成 18～20 年度調査においてもこの傾

向が認められる。なお、今年度調査においては、世界経済不況や厳しい金融情勢等を反

映して「資金調達が難しい」を第１位とする回答が増加している（図表 3-4）。 

 

図表 3-4： 現在の直面する課題＇単位：社数（ 

 

サンプル数　平成20年度　357社
　　　　　　平成19年度　336社
　　　　　　平成18年度　325社

67
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108
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95
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人材の確保・育成が難しい（H20）

（H19）

（H18）

資金調達が難しい（H20）

（H19）

（H18）

販路の開拓、顧客の確保が難しい（H20）

（H19）

（H18）

オフィス・研究所の確保が難しい（H20）

（H19）

（H18）

研究開発が思うように進まない（H20）

（H19）

（H18）

大学との関係がうまくいかない（H20）

（H19）

（H18）

1位 2位 3位
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４．起業状況 

＇１（起業の段階 

大学発ベンチャー（コアベンチャー）に、起業の段階を尋ねたところ、「実用化研究

途中の段階」との回答した割合（40.1％）が最も高い。 

これに、「応用研究（特定の商業目的のための科学的な研究）の段階（17.2％）」、「製

品化に目途がたった段階（15.4％）」、「基礎研究（特定の商業目的を持たない純粋科学

的な研究）の段階（13.2％）」と続いており、早期の段階の起業割合が比較的大きい（図

表 3-5）。 

図表 3-5： 大学発ベンチャーの起業段階 ＇N＝222（ 

 

13.2%

17.2%

40.1%

6.6%

15.4%

5.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

基礎研究＇特定の商業目的を持たない純粋科学的な研究（の段階

応用研究＇特定の商業目的のための科学的な研究（の段階

実用化研究途中の段階

試作品が完成した段階

製品化に目途がたった段階

その他 n=222

 

 

 

 ＇２（複数の技術シーズの活用 

大学発ベンチャーの中には、複数大学の技術シーズを活用して、自社の技術の強化を

図っている企業もある。大学発ベンチャーの約 1割（約 150 社）が複数大学の技術シー

ズを活用している。 

こうした大学発ベンチャーからは、複数大学の技術シーズを活用した事業活動につい

て、「自社の技術の高度化が図れる」との意見はもとより、「資金供給先と対応しやすい」、

「外部関係者との連携が図りやすい」等の意見がある。 

こうした複数大学の技術シーズを活用した大学発ベンチャーでは、起業時に比べ現在

の資本金の増加率は約 50 倍と、単一技術シーズを活用した大学発ベンチャーの資本金

の増加率約 3 倍に比べて、著しく大きいものとなっている（図表 3-7）。また、複数大

学の技術シーズを活用した大学発ベンチャーのなかには、大手事業会社や国立研究所等

との共同研究等が図られている大学発ベンチャーも見受けられる（図表 3-8）。 

このように、大学発ベンチャーが複数の技術シーズを活用し事業を進めることは、研

究開発型の大学発ベンチャーにとって、自社の技術を高度化させることのみならず、資

金調達などにも効果があるものと考えられる。 
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51.5%

55.5%

48.5%

41.0%

49.3%

33.0%

21.1%

39.2%

36.6%

18.9%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

技術の知財戦略の検討

製品化に当たっての技術的課題の検討

製品化される製品の競合他社との優位性の検討

試作品の開発、テスト

想定される市場特性の把握

技術のアプリケーション＇応用市場（の検討

自ら生産するモデルか他企業へのライセンス提供モデルかの選択

事業収支計画の検討

資金調達計画の検討

起業後の経営人材候補の検討

その他 n=194

図表 3-6：複数大学の技術シーズを活用した大学発ベンチャーの資本金の推移 

＇単位：百万円（ 

 設立時 現在 倍率 

複数大学のシーズを活用した大学発ベンチャー 10.2 506.6 50 倍 

単一技術シーズを活用した大学発ベンチャー 88.6 278.0 3 倍 

 

図表 3-7：複数大学の技術シーズを活用した大学発ベンチャーの例 

ＶＣ出資
当初 現在 の有無

Ａ社＇200２年設立（ バイオ 3 426 ○

慶応義塾大
学、大阪大学、
神戸大学、岡
山大学ほか

大手病院と共同研究

Ｂ社＇200２年設立（ バイオ 10 463 ○

日本獣医生命
科学大学、東
京大学、秋田
県立大学ほか

民間病院と共同研究

Ｃ社＇200２年設立（ バイオ 10 1,946 ○
東京大学、帝
京大学ほか

医薬品メーカーと共同研究

Ｄ社＇200３年設立（ 医療機器 1 295 ○
岡山大学、九
州大学、東北
大学、東海大

大手企業と組んで製造販売

Ｅ社＇200７年設立（ バイオ 20 82 ○
名古屋大学、
愛知学院大学

医薬品メーカーと共同研究

資本金＇単位：百万円（
会社 業種 共同研究ほか関連する大学

 

＇３（起業段階における準備状況 

大学発ベンチャー（コアベンチャー）に、起業にあたって準備した内容を尋ねたとこ

ろ、「製品化に当たっての技術的課題の検討（55.5％）」、「技術の知財戦略の検討

（51.5％）」、「想定される市場特性の把握（49.3％）」、「製品化される製品の競合他社と

の優位性の検討（48.5％）」等の回答割合が高い。 

 一方、「起業後の経営人材候補の検討（18.9％）」、「自ら生産するモデルか他企業への

ライセンス提供モデルかの選択（21.1％）」、「技術のアプリケーション（応用市場）の

検討（33.0％）」の準備割合が相対的に低くなっている（図表 3-8）。 

 

図表 3-8： 大学発ベンチャーの起業段階における準備状況＇複数回答可 N=194（ 
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起業時の準備を行うにあたって活用した機関は、「大学」が圧倒的に多い（53.7％）。

これに次いで、「関係企業（共同研究や取引先等）（29.1％）」、「インキュベーション施

設（25.1％）」、「公的支援機関（21.6％）」が多い。 

これらに比べると、「ベンチャーキャピタル（17.2％）」、「コンサルタント（14.5％）」、

「金融機関（10.1％）」の活用機会は尐なくなっており、こうした状況が、起業前の準

備内容に影響を及ぼしていることが推察される（図表 3-9）。 

 

図表 3-9：大学発ベンチャーの起業段階における活用機関＇複数回答可（＇N=179（ 

17.2%

10.1%

53.7%

15.9%

25.1%

14.5%

29.1%

21.6%

4.8%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ベンチャーキャピタル

金融機関

大学

ＴＬＯ

インキュベーション施設

コンサルタント

関係企業＇共同研究や取引先等（

公的支援機関

商工会、商工会議所

その他 n=179
 

 

大学発ベンチャーが起業した事業ステージで最も多い「実用化研究途中の段階」と、

それ以降の事業ステージである「試作品が完成した段階」及び「製品化に目途が立った

段階」において起業した場合における準備状況を比べると、前者に比べ、後者は「試作

品の開発、テスト」及び「技術のアプリケ－ション（応用市場）の検討」といった点で、

起業化に向けた準備が進んでいる（図表 3-10）。 
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図表 3-10：大学発ベンチャーの起業段階の準備状況 ＇N=114（ 

64.0%

46.0%

50.0%

35.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

試作品の開発、テスト

技術のアプリケ－ション＇応用市場（の検討

「実用化研究途中の段

階」で起業

「作品が完成、または

製品化に目途が立った

段階」で起業

 

 

大学発ベンチャーが起業前に「試作品の開発、テスト」、「技術のアプリケ－ション（応

用市場）の検討」といった準備を行った場合のその後に当該企業が得た売上高と行わな

かった場合の売上高（直近）を比較すると、準備を行った方が売上高は大きい（図表

3-11）。このことは、起業前のこうした準備の重要性を示唆している。 

 

図表 3-11： 大学発ベンチャーの起業段階の準備有無、売上高＇直近（の関係 

86

93

103

99

0 40 80 120

試作品の開発、テスト＇N＝169（

技術のアプリケ－ション＇応用市場（の

検討＇N＝172（

＇年間売上高＇百万円（（

準備を行った場合

準備を行わなかった場合
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＇４（起業前後の資金確保状況 

①起業前の資金確保 

大学発ベンチャー（コアベンチャー）に、起業前の資金の確保状況を尋ねたところ、 

「研究開発、試作品作成とも、十分な資金が確保できなかった（37.0％）」、「研究開発

は十分な資金が確保できたが、試作品作成は十分な資金が確保できなかった（22.3％）」 

を合わせた約６割が、十分な資金確保ができていない（図表 3-12）。 

 なお、具体的には人件費や機器購入費に充てるための資金の確保ができなかったこと

を指摘する向きが多い。 

図表 3-12： 起業前の資金の確保状況 ＇N=192（ 

30.3%

22.3%

37.0%

10.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

研究開発、試作品の作成とも、十分な資金

を確保できた

研究開発は十分な資金が確保できたが、

試作品作成はできなかった

研究開発、試作品作成とも、十分な資金が

確保できなかった

その他

 

起業前の資金の調達方法は、「国、地方自治体の補助金（31.9％）」が最も多く、「創

業者グループの自己資金、その家族、親しい友人からの調達（いわゆるスリーエフ）

（22.5％）」、「科研費（14.4％）」、「企業等からの寄付（10.0％）」の順になっている（図

表 3-13）。 

 

図表 3-13： 起業前の資金調達方法 ＇N=160（ 

科研費
14.4％

国、地方自治体
の補助金
31.9％

スリーエフ
22.5％

その他
21.3％

企業等からの寄付
10.0％
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②起業時の資金確保 

大学発ベンチャー（コアベンチャー）に、起業のための資金の調達方法（調達先）を

上位 3 つまで尋ねたところ、「自己資金」との回答が顕著に多かった。次いで「親類・

縁者・友人」、「民間企業（上記以外）」の順になっている。これらに比べると、「ベンチ

ャーキャピタル」や「銀行・信用金庫等金融機関」の割合は著しく低い。 

このように、起業段階の資金調達先は、（３）起業前と同様に、スリーエフへの依存

が高くなっている（図表 3-14）。 

なお起業時の資金の調達割合（方法別）では、約 6割が「自己資金」となっている（図

表 3-15）。 

 

図表 3-14： 起業段階の資金調達方法＇上位 3 つまで（ ＇N=227（ 

起業のための資金調達先

0.9

52.0

5.3

1.3

6.2

2.2

7.9

4.4

1.8

9.7

16.7

2.6

2.2

0.4

9.3

3.1

0.0

5.7

4.4

0.0

1.3

0.4

4.4

1.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

1.政府系金融機関

2.自己資金

3.親類・縁者・友人

4.エンジェル

5.ベンチャーキャピタル

6.銀行・信用金庫等金融機関

7.民間企業＇上記以外（

8.その他

＇N=227（ 回答率＇％（

1位

2位

3位
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図表 3-15： 起業段階の資金調達＇単純平均により試算（ ＇N=172（ 

自己資金

58.8%
親類・縁者・

友人
13.0%

民間企業

11.2%

ベンチャーキャ

ピタル
6.7%

エンジェル

2.5%

金融機関

2.0%

政府系金融機関

0.8%

その他

5.0%

 

 

③基礎研究段階での起業における資金確保 

  基礎研究（特定の商業目的を持たない純粋科学的な研究）の段階で起業した場合の

資金確保状況は、起業前の資金確保状況全体に比べ、「研究開発、試作品作成とも、十

分な資金確保ができなかった」と回答した割合が高い（基礎研究段階での起業の場合：

46.7％、全体：37.0％）。基礎研究段階での起業では資金確保が厳しい状況がうかがえ

る（図表 3-16）。 

 

図表 3-16： 起業前の資金の確保状況＇「基礎研究で起業」の場合（ ＇Ｎ＝30（ 

30.3%

22.3%

37.0%

10.4%

33.3%

13.3%

46.7%

6.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

研究開発、試作品の作成とも、十分

な資金を確保できた

研究開発は十分な資金が確保でき

たが、試作品作成はできなかった

研究開発、試作品作成とも、十分な

資金が確保できなかった

その他

全体

基礎研究で起業
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こうした中、起業前の資金調達先は、主にスリーエフ（38.5%）や補助金（26.9%）

となっている（図表 3-17）。 

 

図表 3-17： 起業前の主な資金調達手法＇「基礎研究で起業」の場合（ ＇N＝26（ 

 

23.1

3.8

7.7

26.9

38.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

その他

民間企業

科研費

補助金

スリーエフ

 

注：各構成比は、回答のあった 29 社の割合の単純平均により算出 

 

 一方、起業直後の資金調達先をみると、スリーエフ（32.5％）、補助金（25.0％）に

加え、ベンチャーキャピタル（20.0％）のウエイトも高い等、起業前に比べ、新たな資

金調達先が加わっている（図表 3-18）。 

 

図表 3-18： 起業直後の主な資金調達先＇「基礎研究で起業」の場合（ ＇N＝29（ 

2.5

0

2.5

7.5

10.0

20.0

25.0

32.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

その他

エンジェル

公的機関

金融機関

民間企業

ベンチャーキャピタル

補助金

スリーエフ

 

注：各構成比は、回答のあった 29 社の回答率（複数回答可）の単純平均により算出 

構成比 

（％） 

構成比 

（％） 
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こうした状況を「我が国においては、大学の研究室段階の研究開発費の確保が厳しく

なっていくなかで、研究開発等の新たな資金確保を求め十分な準備をしないまま安易に

起業するケ－スもある。こうした事が大学発ベンチャー停滞の一因となっている可能性

がある。」と指摘する向きもある。 

 

５．大学発ベンチャーの資金の需給状況 

 大学発ベンチャーにとって資金調達の困難性は大きな課題の一つである。ここでは、 

様々な側面から資金の確保状況を検討する。 

＇１（現在の資金確保状況 

大学発ベンチャー（コアベンチャー）は最も資金確保の困難な理由として、45.6％の

企業が「研究開発のための資金に不足を感じている」と回答している。このように、大

学発ベンチャーの資金確保の困難性は「研究開発段階」において顕著である。 

またバイオ分野の場合、他業種に比べ「通常業務に回す資金にも欠いている」と回答

する割合（37.7％）が高い等、厳しい資金繰りが窺える。（図表 3-19） 

 

図表 3-19： 大学発ベンチャーの資金確保の状況 ＇Ｎ＝149（ 

45.6%

18.8%

29.5%

6.0%

44.2%

13.0%

37.7%

5.2%

52.9%

23.5%

11.8%

11.8%

51.2%

22.0%

24.4%

2.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

研究開発費のための資金に不足を感じている

設備投資のための資金に不足を感じている

通常業務に回す資金にも欠いている

その他

全体（n=149）

バイオ系（n=77）

IT系（n=17）

その他（n=41）

                              

（注）資金不足していると回答した 149 社対象 
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＇２（最も資金確保の困難な時期 

大学発ベンチャー（コアベンチャー）に、最近 6 年間（2003～2008 年）で最も資金

確保が困難な時期を尋ねたところ、2008 年（27.3％）が 1 位となる等、年を追う毎に

一段と資金調達が困難になってきている状況が伺える（図表 3-20）。 

 

図表 3-20：最近 6 年間＇2003～2008 年（で最も資金確保が困難な時期 ＇Ｎ＝173（ 

4.0%

5.3%

9.3%

13.7%

16.7%

27.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

2003年

2004年

2005年

2006年

2007年

2008年

n=173

 
 

最も資金確保が困難な時期の対応としては「会社経費を節減した（コストカット）」

が 1位（36.6％）であったが、これに次いで「事業計画を見直した（計画の中止、延期

ほか）」が同率で 2 位（21.6％）となっており、資金調達の困難さが与える事業計画へ

の影響が懸念される（図表 3-21）。 

 

図表 3-21： 最も資金確保が困難な時期の対応＇複数回答（ ＇Ｎ＝177（ 

21.6%

36.6%

21.6%

19.4%

13.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

事業計画を見直した＇計画の中止、延期ほか（

会社経費を節減した＇コストカット（

既存の資金調達先から資金を確保した

新規の資金調達先から資金を確保した

その他 n=177
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＇３（事業ステージからみた状況 

大学発ベンチャー（コアベンチャー）が、最近 6 年間（2003～2008 年）で最も資金

確保が困難な事業ステージは、シード、アーリー、エクスパンションが各々約 3割、レ

ーターが 1割弱となっている（図表 3-22）。 

 

図表 3-22： 最近 6 年間＇2003～2008 年（で最も資金確保が困難なステージ ＇Ｎ＝164（ 

     

レーター
7.3％

エクスパ
ンション
31.1％

シード
29.3％

ア－リー
32.3％

 

大学発ベンチャーが最も資金確保が困難であったと回答したステージにおいて、資金

使途をみると、シード及びアーリーでは「研究開発費」及び「運転資金」、エクスパン

ションでは「運転資金」、レーターでは「設備投資費」があげられている（図表 3-23）。 

 

図表 3-23： 最も資金確保が困難な時期における主な資金の使途＇ステージ別（ 

16.7

15.7

41.5

48.9

33.3

9.8

11.3

8.5

50.0

72.5

47.1

40.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

レーター＇N＝12（

エクスパンション＇N＝51（

アーリー＇N＝53（

シード＇N＝47（

研究開発費

設備投資費

運転資金

その他

＇構成比：％（

2.1

2.0

0.0

0.0

　＇以上、図左から)
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シード及びアーリーを最も資金確保が困難なステージであったと回答した大学発ベ

ンチャーでは当該時期の対応として「事業計画を見直した（計画の中止、延期ほか）」

との回答の割合（シード 21.0％、アーリー22.3％）が、他ステージに比べ高い（図表

3-24）。 

 

図表 3-24： 最も資金確保が困難な時期の対応＇複数回答（ ＇事業ステージ別（ 

20.0

14.5

22.3

21.0

40.0

35.5

32.1

25.8

13.4

25.0

17.3

21.0

15.8

17.3

21.0

0.0

26.6

9.2

11.1

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

レーター＇N＝12（

エクスパンション＇N＝51（

アーリー＇N＝53（

シード＇N＝46（

事業計画を見直した＇計画の中止、延
期ほか（

会社経費を節減した＇コストカット（　

既存の資金調達先から資金を確保し
た

新規の資金調達先から資金を確保し
た　

その他

＇構成比：％（

＇以上、図左から（

 

注：各回答の合計数が 100％となるよう構成比を算出している。 

 

このように、創業早期の段階（シード及びアーリー・ステージ）では、資金調達の可

否が事業計画に影響を及ぼす等、特に資金確保が重要な課題となっていることが窺える。 
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受けている

37.0%

出資は希望する

が、まだ実現し

ていない

4.1%

出資は受け

ていない
58.9%

n=192

＇４（ＶＣの出資状況 

大学発ベンチャー（コアベンチャー）に、ＶＣの出資状況を尋ねたところ、「出資を

受けている（37.0％）」、「出資は希望するが、まだ実現していない（4.1％）」、「出資は

受けていない（58.9％）」となっており、大学発ベンチャーへの資金供給が十分行われ

ているとは言い難い（図表 3-25）。 

 

図表 3-25： ＶＣの出資の有無 ＇Ｎ＝192（ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、財団法人ベンチャーエンタープライズセンター『平成 19 年度ベンチャーキ

ャピタル等投資動向調査/ファンド・ベンチマーク調査』では、ベンチャーキャピタル

の投資対象ステージがレーターにシフトしていることを指摘している等、近年、創業早

期のベンチャーを巡る資金供給は厳しい状況にあると言わざるを得ない（図表 3-26）。 

 

図表 3-26：ベンチャーキャピタルの投資対象先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：平成 19 年度ベンチャーキャピタル等投資動向調査/ファンド・ベンチマーク調査 
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なお、一部のベンチャーキャピタルにおいては、「投資収益の源泉はシードやアーリ

ー段階のハンズオン投資にあり、エクスパンションやレーター段階からの受動的な投資

はリスクが高くリターンが尐ない」との認識のもとで、戦略的に創業早期からのリード

投資に注力する等の動きもみられる。 

こうした事例としては、ユーテック 1号ファンド（ＧＰ：東京大学エッジキャピタル

社）（図表 3-27）、東北インキュベーションファンド（ＧＰ：東北イノベーションキャ

ピタル社）（図表 3-28）のような大学発ベンチャー向けファンドがある。 

また、これらのファンドの組成にあたっては、アーリーを中心としたベンチャー企業

への投資促進を目的とする独立行政法人中小企業基盤整備機構によるベンチャーファ

ンド出資事業（図表 3-29）の活用がなされており、大学発ベンチャーの創業早期の厳

しい資金確保状況に対して、今後もこうした取組みを続けていくことが重要であると考

えられる。 
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図表 3-27：ユーテック１号ファンド＇東京大学エッジキャピタル社（  

 

図表 3-28：東北インキュベ－ションファンド＇東北イノベーションキャピタル社（ 

■ 高密度なハンズオンと大学等との連携 

 東北地方の各大学の地域共同センター等との連携、各県の中核的支援機関等との

ネットワークを活用しシーズ発掘。 

 ハンズオン型インキュベーションファンドとして、徹底した経営指導を行い、「大

学発ベンチャー」のスタートアップを支援。 

（出所：日本政策投資銀行資料より） 

■ 東大が公認する唯一の VC として、産業連携本部・東京大学 TLO との強い連携に

より、学内シーズ情報の早期取得が可能。 

 東大における発明は UTEC からの出資希望が確認されるシステムになっており、

発明情報の入手が可能。 

 発明内容のヒアリングには UTEC 担当者が同席可能。 

 TLO で開催される知財会議に UTEC からの参加が可能。 

 

（出所：東大エッジキャピタル HP） 
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図表 3-29：独立行政法人・中小基盤整備機構のベンチャーファンド出資事業 

LP：有限責任
組合員

等

金融機関

事業会社

地方公共団体

中小機構
＇ファンド総額の1/2

上限10億円（

GP：無限責任組合員

投資会社

投資ファンド
＇投資事業有限責任組合（

中小機構
＇中小企業・ベンチャー総合支援センター（

出資

分配

出資

業務執行

管理報酬
成功報酬
分配

投資

ベンチャー

(起業７年未満（

成長・発展

＇株式、金銭債
権取得等（

株式売却収入・利益分配

経営支援
＇ハンズオン支援（

協力・連携

EXIT
＇資金回収（

IPO

M&A等

実績
ファンド総額

1856億円
内機構分 588億円
ファンド組成数 90件
最近の組成状況

16年度 17件
17年度 17件
18年度 10件
19年度 7件

大学発ベンチャー向けファンドの例
•ユーテック1号投資事業組合＇83億円（
•日興地域密着型産学官連携投資事業組合＇24億円（
•ジャイク・大学発最先端産業育成1号投資事業組合＇22億円（
•エヌアイエフ産学連携ファンド1号投資事業組合＇20億円（
•ジャフコ産学共創投資事業有限責任組合＇20億円（

等

出所：中小機構HPより作成

◆アーリーを中心としたＶＢ投資の促進を目的。
◆大学発ベンチャーへの投資を中心とするファンドはベンチャーファンド全体の約2割。

 

 

【参考】 大学発ベンチャー向けファンドの類型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）九州大学知的財産本部『大学発ベンチャー支援ファンド等の実態調査並びにベンチャー支援方策のあり方について』、2005 年、日本

インテリジェントトラスト（現・日本経済研究所）『技術移転促進のための大学連携型 IP ファンド形成可能性調査』、2008 年を参考に作成 
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６．経営者の状況 

 ＇１（経営者 

大学発ベンチャーの課題の一つとして、大学発ベンチャーの経営にふさわしい人材に

より経営が行われているかという点がある。この観点から大学発ベンチャーの代表取締

役の経歴をみると、「大学教員（32.1％）」、「研究室と関係のあった会社に勤務していた

者（18.2％）」が多い。「その他」も多いが、この中には「他企業での実務経験者（移籍・

退職、ＶＣ・金融機関・一般企業）」等が含まれている（図表 3-30）。 

 

図表 3-30：現在の代表取締役の経歴＇Ｎ＝187（ 

32.1%

3.7%

2.7%

3.7%

5.3%

18.2%

3.2%

30.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

大学教員

大学生・大学院生

教員・大学生・大学院生の親族

シーズに関わっていた研究室の者

従業員であった者

研究室と関係のあった会社に勤務していた者

金融機関・ベンチャーキャピタル等からの転籍

その他 n=187
 

（注）回答者：コアベンチャー企業（以下同様） 

 

経営者が「大学教員であった場合」と「研究室と関係のあった会社に勤務していた者

であった場合」の経営手腕を比較するため、両者が代表取締役を務めている企業におけ

る、シードからアーリーへ移行する平均所要期間をアンケ－トに基づき試算したところ、

前者の 2.0 年に対し、後者は 1.2 年である（図表 3-31）。 

注：アンケ－トでは、2003～2008 年の事業ステージを尋ねている。例えば、2003 年にアーリ

ーで 2004 年にシードと答えた場合、シードからアーリーへの移行期間は１年と見なした。 



 50 

図表 3-31： シードからア－リーへの平均所要期間＇経営者の属性別（＇試算（ 

1.2

2.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

経営者：　研究室と関係のあった会社に勤務していた者
＇N＝10（

経営者：　大学教員＇N＝25（

＇所要期間：年（

 
 

 現在の代表取締役が創業者か否かの設問を行ったところ、創業者以外が就任して 

いるのは約 2割（22.8％）である（図表 3-32）。 

 

図表 3-32：現在の代表取締役と創業者の関係＇Ｎ＝193（ 

創業者が就

任している
77.2%

創業者以外が就任

している
22.8%

n=193

 

注：3月 5日時点のデータを基に作成しているため、回答社数は変動する可能性あり 

 

  一方、創業者から新たな経営者の交代を意図している企業は約 8割（78.5％）であ

ることを踏まえると、外部等から経営者を招聘するニーズは高いが、実際に交代してい

るのはこの 1/4 程度に過ぎない状況が推察される（図表 3-33）。 
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図表 3-33： 事業段階に応じた経営人材の登用の意志＇Ｎ＝325（ 

事業段階に応じた
経営人材の登用も

ありうる
(255社)78.5%

不明＇5社（1.5%

新たな経営人材
を登用する意志

はない
(65社)20.0%

（※平成１８年度調査）

 

 

新たな代表取締役となった人材の採用ルートをみると、「社内からの昇格（31.8％）」、

「会社（代表取締役（当時））の人脈（22.7％）」で過半を占め、外部の支援機関である

「ベンチャーキャピタルからの紹介（9.1％）」、「大学関係者からの紹介（9.1％）」、「Ｔ

ＬＯからの紹介（6.8％）」は尐数にとどまっている（図表 3-34）。 

こうした経営者の採用ルートの制約が、スムーズな経営者交替を実現できない主因の

ひとつになっているものと推察される。 

 

図表 3-34：新たな代表取締役の採用ルート＇Ｎ＝44（ 

9.1%

0.0%

9.1%

6.8%

0.0%

0.0%

0.0%

2.3%

11.4%

0.0%

0.0%

22.7%

4.5%

31.8%

2.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

ベンチャーキャピタルからの紹介

金融機関からの紹介

大学関係者からの紹介

ＴＬＯからの紹介

インキュベーション施設からの紹介

他のベンチャー企業からの紹介

人材派遣会社からの紹介

コンサルタントからの紹介

関係企業＇共同研究や取引先等（からの紹介

公的支援機関からの紹介

商工会・商工会議所からの紹介

貴社＇代表取締役＇当時（（の人脈

貴社の人材募集広告からの応募

社内からの昇格

その他 n=44
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代表取締役の交代のあった企業に、交代時期を尋ねたところ、「創業研究開発の初期

段階（25.0％）」及び「研究開発中の段階 （25.0％）」の創業間もない段階で割合が半

数に達するほか、「製品又はサービスとして販売中（単年度赤字）（20.5％）」も多い（図

表 3-35）。 

図表 3-35：代表取締役に交代のあった時期＇Ｎ＝43（ 

25.0%

25.0%

2.3%

13.6%

20.5%

13.6%

6.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

研究開発の初期段階

研究開発中の段階

試作品を完成または試験販売中

製品化に目処がたった段階

製品又はサービスとして販売中＇単年度赤字（

製品又はサービスとして販売中＇単年度黒字だが累積損

失あり（

製品又はサービスとして販売中＇単年度黒字だが累積損

失なし（ n=43
 

 

このように、創業早期の段階での経営者の交替は多いが、同時期は研究開発等のため

の資金が必要であり、経営者確保に充てる資金の確保が困難であることも経営者の交替

が円滑に進まない要因のひとつであると考えられる（図表 3-36、3-19（再掲））。 

 

図表 3-36：資金確保が最も困難な時期 

24.9%

29.6%

9.8%

8.8%

17.5%

1.3%

0.7%

7.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

研究開発の初期段階

研究開発途中の段階

試作品を完成、または試験販売中

製品化に目途が立った段階

販売中＇単年度赤字の段階（

販売中＇単年度黒字だが累損（

販売中＇単年度黒字で累損がない（

その他

＇※平成18年度調査（
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図表 3-19：大学発ベンチャーの資金確保の状況＇再掲（ 

45.6%

18.8%

29.5%

6.0%

44.2%

13.0%

37.7%

5.2%

52.9%

23.5%

11.8%

11.8%

51.2%

22.0%

24.4%

2.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

研究開発費のための資金に不足を感じている

設備投資のための資金に不足を感じている

通常業務に回す資金にも欠いている

その他

全体（n=149）

バイオ系（n=77）

IT系（n=17）

その他（n=41）

                              

（注）資金不足していると回答した 149 社対象 

 

 このように、「経営人材の発掘ができない」、「マッチングする者がいない」、「経営者

確保に充てる資金が無い」等の理由から創業早期の経営課題に対応できる経営者を確保

することが困難になっている。 

 こうした中、人材を発掘し、起業前の支援人材（ＣＥＯ就任を期待）を確保している 

独立行政法人・産業技術総合研究所（図表 3-37）、ベンチャービジネススク－ルを開催

し起業家育成支援を行っている かながわサイエンスパーク（ＫＳＰ）（図表 3-38）、経

営体制整備のための資金供給を行っている株式会社ＭＭインキュベ－ションパートナ

ーズ（図表 3-39）等の先進事例がある。 
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図表 3-37：独立行政法人・産業技術総合研究所のＳＡ制度 

出所（産総研資料より作成

技術開発・調査資金

技術開発・調査資金

知財

ビジネス経験者

＇SA：スタートアップアドバイザー（

ベンチャー開発センター

産総研研究ユニット

タスクフォース

ベンチャー企業

産総研知的財産部門

研究者

ＣＴＯ

ＣＥＯＴＦ応募 ＴＦ
立上

創
業

兹業

発明

＇採択後（

ライセンス支援措
置(5年間)

施設・整備支援
専門家相談(5年間)

VB創出支援研究事業：産総研の職員らあるいは企業との共
同研究による、産総研が所有する知財を基としたVB創業お
よび既存ベンチャー企業による新事業創出を支援する制度

産総研

 

 

産総研による、VB 創出支援研究事業（産総研の職員らあるいは企業との共同研究

による、産総研内外の先端的な技術シーズを活用した 2 年以内の VB 創業および新事

業創出を支援する制度）は、特にスタートアップ・アドバイザー（SA）と呼ばれる

人材を VB 創出過程で参与させる点で示唆に富む。 

SA は、研究者とともにビジネスモデルの構築、マーケティング、事業計画・経営

戦略の立案等を行い、晴れて創業に至った暁には、CEO として、技術陣の苦手とす

る経営問題を担う点にある。 

すなわち、CEO 含みの支援人材として、起業前から単なるアドバイザーを越えた

関与を行う点が大きな特徴となっている。 

SA には、技術シーズの事業化において豊富な経営経験を有する案件発掘のほか、

ビジネスモデルの構築、マーケティング、事業計画・経営戦略の立案等、技術陣の苦

手とする経営問題を担うことが求められている。 
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図表 3-38：かながわサイエンスパーク＇ＫＳＰ（のベンチャービジネススク－ル 

出所）ＫＳＰ ＷＥＢペ－ジより 

 

図表 3-39：株式会社ＭＭインキュベ－ションパートナーズ＇ＭＭＩＰ（の経営体制整備のための

資金供給 

出所：慶應義塾大学ＫＩＥＰ事務局長 廣川克也氏 作成資料
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＇２（補佐役 

大学発ベンチャーが設立され、企業として成長していくうえでは、大学発ベンチャー

の特性を把握しつつ、市場ニーズを踏まえ、企業経営に洞察力を有する等、代表取締役

の経営マネジメントを補完し、会社経営に大きく貢献している社内の人材（「補佐役」） 

が重要となる。 

こうした「補佐役」の存在の有無を尋ねたところ、「補佐役は存在しない」が約半数

（49.5％）、ホンダのようなタイプの「主に、代表取締役が技術を、補佐役が経営を担

当」は 9.2％、「主に、代表取締役、補佐役とも経営を担当」が 29.5％となっている（図

表 3-40）。 

 現状においては補佐役の普及状況は十分とは言えないが、大学発ベンチャーにおける

経営体制の強化が求められる中、経営マネジメントに長けた「補佐役」の活用は今後、

選択肢のひとつとして考えられよう。 

 

図表 3-40：補佐役の存在有無＇Ｎ＝186（ 

こうした補佐役

は存在しない
49.5%

主に、代表取締

役が技術を、補

佐役が経営を担

当している

9.2%

主に、代表取締

役、補佐役とも

経営を担当して

いる

29.5%

その他

11.8%

n=186
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７．出口戦略 

大学発ベンチャーアンケ－ト調査によると、大学発ベンチャーの出口戦略の意向は、

「なるべく早い新規株式公開（ＩＰＯ）」（29.5％）が最も多いが、これに次いで、「新

規株式公開はしなくとも従業員 5 人程度 売上高数千万円の企業成長を実現･維持

（23.3％）」、「新規株式公開はしなくとも従業員 50 人程度 売上高数億円の企業成長を

実現･維持（19.3％）」、「自社の企業形態は維持しつつ、開発した技術・ノウハウを他企

業等に売却したい（10.5％）」が多い（図表 3-41）。 

米国のベンチャーでは M&A の件数が IPO の件数の約 3.5 倍と大きく上回っている（図

表 3-44）。これに対し、我が国の大学発ベンチャーでは「将来、自社を他企業等に売却

したい（M＆A）」という回答は 4.4％に過ぎず、我が国においてはＭ＆Ａという選択肢

が、大学発ベンチャー事業者に十分に認識されていない状況が伺える（図表 3-42）。 

 

図表 3-41： 大学発ベンチャーの出口戦略(N=275) 

9.1

1.5

2.5

10.5

4.4

23.3

19.3

29.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

なるべく早く新規株式公開＇ＩＰＯ（したい

従業員50人程度、売上高数億円の企業成長を実
現・維持したい

従業員5人程度、売上高数千万円の企業成長を実
現・維持したい

(％)

自社を他企業等に売却＇Ｍ＆Ａ（したい

自社の企業形態は維持しつつ、開発した技術・ノウ
ハウを他企業等に売却したい

開発した技術・ノウハウを元に、他企業等との合弁
会社を設立したい

すでにIPOしており、さらなる成長を目指したい

その他

 

 

図表 3-42： 米国のベンチャーの出口戦略 

 2006 年 2007 年 

IPO M&A IPO M&A 

年間件数 57 件 363 件 86 件 305 件 

（出所：財団法人 VEC 調査「2008 年ベンチャービジネスの回顧と展望」） 
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ベンチャーキャピタルに対し、産学連携ファンド等の出口戦略としてＭ＆Ａを検討す

るために重要な環境整備について尋ねたところ、売却先の関連情報の入手が容易となる

との回答が 6割強（63.2％）となったほか、パーフォーマンス（ＩＲＲ）が良好になる

こと（18.4％）、Ｍ＆Ａに関する資金供給者の理解が進むこと（13.2％）等の回答もあ

った（図表 3-43）。 

 

図表 3-43： 産学連携ファンド等の出口戦略としてＭ＆Ａを検討するために重要な環境整備

＇N＝38（ 

 

n=38

Ｍ＆Ａの売却候補先の
関連情報の入手が容

易となる
63.2%

Ｍ＆Ａに係わるパー
フォーマンス＇ＩＲＲ（が

良好になる
18.4%

Ｍ＆Ａに関する資金供
給者の理解が進む

13.2%

Ｍ＆Ａの成功報酬が
高くなる

0.0%

その他
5.2%
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８．大学等による大学発ベンチャー支援の取り組み 

 ＇１（大学からみた支援の目的・意義、効果 

 大学からみた大学ベンチャー支援の目的や意義を尋ねたところ、「自学が培った技術

や知財の還元ならびに事業化」が過半（62.1％）を越え、これに「地域社会や地域経済

への貢献」（19.5％）が続いている（図表 3-44）。 

 

図表 3-44： 大学からみた大学ベンチャー支援の目的や意義 ＇N＝87（ 

62.1

19.5

4.6

5.7

5.7 2.3 自学が培った技術や知財の還
元ならびに事業化

地域社会や地域経済への貢献

自学の知名度や存在感の向上

社会人基礎力や起業意識の向
上といった教育上の目的や意
義

研究水準の一層の向上

その他

＇構成比：％（

 

 

また、大学発ベンチャー支援によりもたらされる効果（複数回答可）を尋ねたところ、 

「教員や研究者への刺激となる（86.9％）」、「大学のステータスやＰＲとなる（54.8％）」 

「寄付など外部の資金獲得が容易となる（51.2％）」、「学生の起業化マインドの醸成が

進む（46.4％）」の順に割合が高いなど、研究者の意欲向上、大学の知名度向上、経営

的財源確保による研究体制強化に係わる回答が多い（図表 3-45）。 
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図表 3-45： 大学発ベンチャー支援により大学にもたらされる効果＇複数回答可（ ＇N＝84（ 

n=84

86.9%
54.8%

51.2%

46.4%

39.3%

29.8%

27.4%

17.9%

13.1%

10.7%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業可能性のある研究の進展や拡大により、教員や研究者の刺激となる

社会的な評価の向上により、大学のステータスやＰＲとなる

自学の研究への評価が拡大し、寄付など外部の資金獲得が容易となる

学生の起業化マインドの醸成が進む

大学のブランド力や知名度向上に伴い、大学関係者全体に活気が出る

大学発ベンチャーを通じた収入＇特許等ライセンス使用料ほか（が得られる

大学発ベンチャーに従事する研究者等の経済社会ニーズの把握が向上する

企業からの評価が拡大し、卒業生の就職に有利になる

事業可能性のある研究に関する優秀な研究者の獲得に貢献する

受験生の数が増加する

その他

 

  

＇２（大学による支援状況 

大学による大学発ベンチャー支援状況について、「支援を実施した大学の割合」と「大

学の支援を活用した創業早期の大学発ベンチャーの割合」の支援毎に比較した（図表

3-46）。 

「学内設備・機器等の貸与の優遇」（大学 34.7%、ＶＢ42.3%）、「学内インキュベーシ

ョン施設への入居」（大学 38.8%、ＶＢ34.4%）といった支援では、実施する大学の割合

が多いとともに大学発ベンチャーの活用度合いも高いなど、大学発ベンチャーのニーズ

に沿った着実な支援が大学により実施されている状況を推察される。 

「起業家教育の実施」（大学 24.5％、ＶＢ4.0％）、「経営人材の紹介」（大学 10.2％、

ＶＢ3.1％）といった支援では、「支援を実施した大学の割合」が「大学の支援を活用し

たベンチャーの割合」より高い。これらは、大学が支援を提供するほどにはベンチャー

に活用されていない状況を推察させる。 

一方、「研究開発人材の紹介」（大学 8.2％、ＶＢ29.5％）、「技術指導、指導先紹介」

（大学 22.4％、ＶＢ40.5％）、「試作品策定への助成」（大学 2.0％、ＶＢ6.6％）等では、

「大学の支援を活用したベンチャーの割合」が「支援を実施した大学の割合」より高い。

これらは、ベンチャーのニーズに大学の支援が追いついていない状況を推察させる。 
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8.2%

10.2%

22.4%

21.4%

25.5%

13.3%

24.5%

34.7%

38.8%

21.4%

37.8%

4.1%

5.1%

2.0%

19.4%

8.2%

16.3%

14.3%

14.3%

29.5%

3.1%

40.5%

24.2%

19.8%

4.8%

4.0%

42.3%

34.4%

9.7%

5.7%

9.3%

7.0%

6.6%

3.5%

4.0%

11.0%

9.3%

2.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

１．研究開発人材紹介

２．経営人材の紹介

３．技術指導、指導先紹介

４．知財供与条件の優遇

５．特許出願手続き支援

６．ビジネスプランコンテストの実施

７．起業化教育の実施

８．学内設備・機器等の貸与の優遇

９．学内インキュベーション施設への入居

１０．インキュベーション施設の紹介

１１．起業相談等

１２．大学ＯＢ等のメンター紹介

１３．研究開発資金の供与

１４．試作品策定への助成

１５．資金調達先の紹介、斡旋

１６．大学による金銭出資

１７．事業パートナーの紹介

１８．販路開拓先の紹介

１９．その他

大学

VB

図表 3-46：  大学発ベンチャー支援の実施状況 ＇N＝227＇VB（、N＝98＇大学（（ 

～①支援を実施した大学の割合、②大学から支援を活用したベンチャーの割合～ 

 

創業早期の大学発ベンチャーに対する大学による支援に関する有効性評価を 5 段階

（（注）数字が大きいほど高評価）で、支援をする側（大学）、される側（大学発ベンチ

ャー）の双方に行った。 

大学による支援のなかで大学発ベンチャーの評価が高い支援は、「学内設備・機器等

の貸与の優遇（4.2）」、「知財供与条件の優遇（3.8）」、「学内インキュベーション施設へ

の入居（3.7）」となっており、一方、大学が有効性を高いとする支援は「経営人材の紹

介（3.3）」「起業化教育の実施（3.2）」、「学内インキュベーション施設への入居（3.2）」

となっている（図表 3-47）。 

  

創業早期の大学発ベンチャーの評価が高い「学内設備・機器等の貸与の優遇」、「学内

インキュベーション施設への入居」、「知財供与条件の優遇」は、大学においても着実に

実施（各々34.7％、38.8％、21.4％（図表 3-46））される等、創業早期の大学発ベンチ

ャーのニーズに沿って支援が実施されていることが見受けられる。 

一方、「起業相談」や「起業化教育」といった大学発ベンチャーの評価が低いにもか
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かわらず大学の実施割合の高い支援については、大学発ベンチャーのニーズ等を踏まえ、

支援方法の見直し等の検討をしていくことも必要であろう。 

 

図表 3-47： 大学による各種支援の有効性評価＇5 段階（ 

1 2 3 4 5

1.研究開発人材の紹介

2.経営人材の紹介

3.技術指導、指導先紹介

4.知財供与条件の優遇

5.特許出願手続き支援

6.ビジネスプランコンテストの実施

7.起業家教育の実施

8.学内設備・機器等の貸与の優遇

9.学内インキュベーション施設への入居

10.インキュベーション施設の紹介

11.起業相談等

12.大学ＯＢ等のメンター紹介

13.研究開発資金の供与

14.試作品策定への助成

15.資金調達先の紹介、斡旋

16.大学による金銭出資

17.事業パートナーの紹介

18.販路開拓先の紹介

19.その他

N=227＇VB（N=75＇大学（

1 2 3 4 5

VB 大学

 

（注）１低評価 ← →  高評価５ 

 

＇３（大学ＯＢを活用した支援 

一部の大学では、当該大学のＯＢで、企業における豊富な経営手法、ビジネスノウハ

ウを有する者を「メンター」として活用することで、大学発ベンチャーへの支援を行っ

ている。こうしたメンターによる支援は、メンター三田会（図表 3-48）、藏前ベンチャ

ー相談室（図表 3-49）等で実施されている。支援を活用した大学発ベンチャーからは

「大学によるメンター支援は確かに有益である。もっと魅力を高めるには、ベンチャー

の起業や経営に実際に携わった人から、その経験を踏まえた具体的な経営アドバイスを

頂きたい。」、「メンターとして口を出したがる人全てが、ベンチャーにとって役に立つ

わけでは無い。十分な人選が必要だ。」といった意見もある。 
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図表 3-48： メンター三田会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：２００６牧兼高「アントレプレナー育成を基盤とした大学型ネットワーキングプラットフォームに関する研究」 

 

図表 3-49：藏前ベンチャー相談室 

 

蔵前ベンチャー相談室 

東工大発ベンチャー企業及び東工大卒業生が起こす（起こした）ベンチャーに対し、実業界 

で活躍する東工大ＯＢがボランティアにて経営面から、技術・製造・営業面に至るまで多方面 

の相談にのり、成功するまで面倒をみていくことを目的とする組織。 

東工大には、産学連携推進本部の傘下に（財）理工学振興会、インキュベーションセンター、 

ＶＢＬ等があるが、同大学の技術を活かしたベンチャーや卒業生の起こしたベンチャー等広く 

制度的に支援体制を整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京工業大学 HP 等より作成 

 

図１慶應義塾大学による大学発ベンチャー支援の事例

慶應義塾大学の学生や教員が起業する際の支
援を行うために組織化された慶應義塾大学OBの

メンター組織。商社、メーカーをはじめ様々な業界
から80名以上のOBが参加。

　また、会員有志によるエンジェル型投資組合＇三
田メンタークラブ（を通じて、大学発ＶＢを対象にし
た資金支援も実施されている。
　ＯＢには、大手企業の幹部となり、多くのネットワー
クを持つ者や、また「大学の後輩」に自らの経験を
もって指導したいと希望する者も多い。

メンター三田会

「愛校心」・「慶応ブランド」の活用により、ボランティ
ア的な協力が得られる。

ビジネスプラン
コンテスト

新規ベンチャー

創業

アントレプレナー教育

ビジネスアイディア

コンテスト

アントレプレナー

表彰イベント

ビジネスプラン
ブラッシュアップ

各種プロジェクト

起業を志す学生が事業を開始するにあたって卒業
生が支援するボランティア組織。大手企業管理職
等、専門知識・経験・人脈を持つ者が多く参加。

アントレプレナー交流会

大手商社・メーカー・金融機関・神奈川県・藤沢
市等３８団体が資金出資

メンター三田会

ＳＩＶラボ会員組織

初期支援

営利組織として、成長したベンチャー企業の支援を実施

＇株（ＭＭＩＰ 成長後支援

 
 

社団法人蔵前工業会 

＇１９０６年設立の東京工業大学ＯＢ会組織 

 

 
蔵前ベンチャー相談室 

東京工業大学発ベンチャー 

支援 

東京工業大学卒業生等のベンチャー 

相談 

コーディネーター＇１２名（ 

案件検討、支援、アドバイザーの支援要請 

アドバイザー＇７０名（ 

専門分野の支援 

専門業務の支援 

依頼 

ネットワーク活用 

蔵前ベンチャー相談室の仕組み 

支援 

設立：2003年10月 

場所：田町駅前、東工大イノベーションセンタービル8Ｆ 

 

運営スタッフ：10名 

 

コーディネーターの職歴など： 

三菱重工、東レ、国際特許事務所（弁理士）、技術士等 

 

アドバイザーの支援分野： 

経営全般、金融、製造、電気通信、ＩＴ、環境、機械 等 

 

アドバイザーの職歴など： 

東芝、日立製作所、三井物産、三和銀行、公認会計士等 
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＇４（創業早期における大学以外の支援＇ＶＣのハンズオン支援（ 

創業早期の大学発ベンチャーに対するベンチャーキャピタルのハンズオン支援内容

をみると、多い順に「他の資金調達先（VC、銀行等）の紹介（43 社）」、「ビジネス

プランの助言（41 社）」、「資本政策・財務管理の助言（37 社）」、「ＩＰＯに関す

る助言（28 社）」、「経営人材の紹介（24 社）」となっている（図表 3-50）。 

 

図表 3-50： ベンチャーキャピタルからの支援状況＇複数回答可（ 

＇Ｎ＝71（ 

3社

21社

15社

15社

9社

8社

5社

14社

8社

28社

37社

19社

43社

17社

3社

7社

24社

41社

0社 10社 20社 30社 40社 50社

18.その他

17.事業のパフォーマンスの管理や助言

16.業務提携先の紹介

15.顧客候補先の紹介

14.マーケティングプランへの助言

13.技術のアプリケーションについての助言

12.知財戦略の専門家の紹介

11.技術提携先の紹介

10.M&Aに関する助言

9.IPOに関する助言

8.資本政策・財務管理の助言

7.新たな増資ラウンドのアレンジ

6.他の資金調達先＇VC、銀行等（の紹介

5.経営幹部＇取締役等（の派遣

4.営業販売人材の紹介

3.研究開発人材の紹介

2.経営人材の紹介

1.ビジネスプランの助言

 

（注）ベンチャーキャピタルからの出資を受けていると回答した 71 社対象 

 

創業早期におけるベンチャーキャピタルによる支援の有効性評価を５段階（（注）数

字が大きいほど高評価）で、支援をする側（ベンチャーキャピタル）、される側（大学

発ベンチャー）の双方で実施した。 

ベンチャーキャピタルの自己評価が高いのは、「他の資金調達先（VC、銀行等）の紹

介（4.3）」、「顧客候補先の紹介（4.1）」、「業務提携先の紹介（4.0）」、「ＩＰＯに関す

る助言（3.9）」等である。 

一方、大学発ベンチャーの評価が高い（期待が高い）のは、「顧客候補先の紹介（3.9）」、

「業務提携先の紹介（3.6）」、「マーケティングプランへの助言（3.3）」、「ビジネスプラ

ンへの助言（3.3）」、「技術提携先の紹介（3.3）」等である。また、大学発ベンチャーの

中には、「ＶＣには企業経営に介入して欲しくない」といった意見もあった。 
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1 2 3 4 5

1.ビジネスプランの助言

2.経営人材の紹介

3.研究開発人材の紹介

4.営業販売人材の紹介

5.経営幹部＇取締役等（の派遣

6.他の資金調達先＇VC、銀行等（の紹介

7.新たな増資ラウンドのアレンジ

8.資本政策・財務管理の助言

9.IPOに関する助言

10.M&Aに関する助言

11.技術提携先の紹介

12.知財戦略の専門家の紹介

13.技術のアプリケーションについての助言

14.マーケティングプランへの助言

15.顧客候補先の紹介

16.業務提携先の紹介

17.事業のパフォーマンスの管理や助言

18.その他

N=227＇VB（ N=29＇VC（

1 2 3 4 5

VB VC

両者の評価を比較すると、ベンチャーキャピタルが将来も見据えた資金面や出口戦略

をより重視するのに対し、大学発ベンチャーは相対的に短期的かつ実務的な内容を重視

する傾向が窺える（図表 3-51）。 

 

図表 3-51： 創業早期における各種支援の有効性評価＇5 段階（ 

 

（注）１低評価 ← →  高評価５ 

＇５（大学を核とした支援者間の連携による大学発ベンチャー支援 

大学発ベンチャーにとって大学は、安心して頼りにできる支援機関である。しかしな

がら、大学は支援機関として「ヒト・モノ・カネ・ジョウホウ」のリソースを十分に持

っていない。 

大学により実施されている大学発ベンチャー支援のなかで、大学発ベンチャーの評価

が高く、活用実績もあり、大学の実施割合も高い「学内設備・機器等の貸与の優遇」や

「学内インキュベーション施設への入居」といった支援は、大学によって効果的かつ着

実に実施されている支援とみなすことができよう。また、ベンチャーキャピタルによる

支援のなかで、大学発ベンチャーの評価が高い支援は「顧客候補先の紹介」、「業務提携

先の紹介」、「ビジネスプランの紹介」といった支援となっている。 

大学やベンチャーキャピタル等が各々の特長を活かした支援を有機的に連携させる

ことにより、優良な大学発ベンチャーの成長促進のための効率的かつ効果的な支援が展
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開できると考えられる（図表 3-52、図表 3-53）。 

 

図表 3-52：大学と外部の連携によるベンチャー支援 

 

大学ＯＢ

ＶＣ地元中堅・中小企業

大学発ベンチャー

公的研究機関

商社
大学

大学を核とした支援者間の連携による大学発ＶＢ支援のイメージ

創業期
◇大学ＯＢ・投資家からの投資の紹介
◇事業性評価を行いうる企業等の紹介

◇インキュベーション支援＇ＩＭによる支援（ 等

成長期

◇ＶＣからの投資の促進
◇即戦力となる経営、営業人材の確保
◇公的研究機関との共同研究 等

大学発ベンチャーの成長の促進

ネットワークを活用した大学発ベンチャー支援

大学発ベンチャー

大手企業

 

 

図表 3-53： 大学を核とした支援者間の連携 ～大学関係者からのコメント＇例（～ 

◆連携の可能性 

・特にベンチャーキャピタルと連携し、プレシード段階から意見交換を行い、ビ

ジネスモデルの検討、経営チームのアサイン、ビジネスプランの作成を進める

ことが、有力ベンチャーを効果的に創出する上で必要である。 

・また、起業後もそのベンチャーへの適切な資金提供と経営基盤を固めることが

可能となる。 

◆連携のための課題 

  ・ベンチャーキャピタルにもそれぞれ会社による特長があり、投資案件も異なる。

有力なビジネスモデルを持つベンキャー企業に対してはヒアリングなどをす

ることにより、キャピタリストとの共通の知識ベースを持つことが、有力ベン

チャー創出や既存ベンチャーの紹介の上で重要であり、こうした活動を強化し

て行くことが課題である。 
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第４章 今後の支援の方向性 

１．大学発ベンチャーの技術の高度化を促進する取組への支援 

  大学発ベンチャーでは、大学研究室の単一の研究成果を活用した事業展開を図って

いる例が多い。しかし、単一の研究成果に基づく研究開発を進めるのみでは、必ずしも

市場等から評価される技術や製品等に発展していくとは限らない。大学発ベンチャーが、

市場動向も把握しつつ、自社の技術を高度化するために必要な関連の技術の活用を図っ

ていくことも重要であると考えられる。 

大学発ベンチャーの技術の高度化を促進するため、関連技術を必要としている大学発

ベンチャーに対する関連技術へのアクセスを支援する機能を有する機関を支援してい

くことが重要であると考えられる。 

 

２．大学発ベンチャーの成長促進のための研究開発に係る資金支援 

大学の優れた研究成果の実用化を進め経済社会に新たな価値を提供していく「担い

手」である大学発ベンチャーの事業化の促進を図ることは、我が国経済成長の源泉の一

つであるイノベーションの促進に貢献することとなる。 

こうした大学発ベンチャーにおいては、技術シーズを事業化する過程で、その資金が

最も不足するのは研究開発段階であり、大学発ベンチャーの事業を円滑化させるために

は、その研究開発のための資金供給の質的量的な拡充を図っていくことが重要であると

考えられる。 

 

① 大学発ベンチャーの技術の礎となる大学における研究開発は、「試作品作成」に至

る頃には資金が枯渇してしまっている例が多く、既存の補助金等だけでは「試作

品作成」のための資金が十分に確保できていないのが現状である。そのため、将

来の大学発ベンチャーの起業を目途とした研究開発において、「試作品作成」段階

の資金の枯渇を防ぐために、大学における研究開発費の拡充を図ることが重要で

あると考えられる。 

 

② 近時の金融・経済情勢の悪化のなかで、大手ベンチャーキャピタルを始めとした

ベンチャー投資のレーターシフト等が進んでおり、研究開発段階の大学発ベンチ

ャーへは民間のみでは十分なリスクマネーの供給が行われていないのが現状であ

る。そのため、優れた技術シーズを有する大学発ベンチャーの研究開発を促進す

るためのリスクマネーの拡充を図っていくことが重要であると考えられる。 

 

３．大学発ベンチャーの質の向上のための経営体制整備への支援 

 大学に潜在する研究成果を掘り起こし、新規性の高い製品により新市場の創出を目指

す大学発ベンチャーの更なる質的向上のためには、研究開発や技術面での資質を有する

研究開発人材に加えて、経営や営業面での資質を有する経営人材を確保することが重要

である。 
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しかし、大学発ベンチャーは、大学教員や学生等といった一般的には会社経営の経験

が必ずしも豊富でない者により経営されていることが多く、また、経営資質を有する人

材の確保を意図しつつも、こうした人材を獲得する手段や資金を十分有しているとは言

い難いのが現状である。 

そのため、大学発ベンチャーが経営人材を確保のための人材紹介機能の構築や資金面

で支援が重要であると考えられる。 

 

4．大学を核とした支援機関の連携による支援 

大学発ベンチャーにとって、大学は草創期に接触機会も多くまた、創出母体でもあ

ることから安心して頼りにできる支援機関であり、大学にとっても、大学発ベンチャ

ーを支援することは、大学の知財の社会還元という大学の使命に合致する。  

しかしながら、大学は支援機関として「ヒト・モノ・カネ・ジョウホウ」のリソー

スを十分持っているとは言い難く、その実施している支援も効果的な支援も多いが、

他機関が実施する方が効果的な支援も多い。 

これらを踏まえると、大学発ベンチャーに対する効率的かつ効果的な支援を実施す

るためには、大学は国、地方自治体、地域の経済団体、各種支援機関などの外部機関

との連携の強化を図ることにより、大学発ベンチャーへの支援を拡充していくことが

重要であると考えられる。 
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大学発ベンチャー20 選（その 2） 株式会社 音力発電 

 

代表者 代表取締役 速水 浩平 

本社所在地 神奈川県藤沢市 

事業内容 

音力発電や振動力発電を使用

した商品の開発、製造および

販売等 

関連大学 慶應義塾大学 

URL http://www.soundpower.co.jp/ 

 

 

 

 

大学発ベンチャー20 選（その 1） 株式会社イーベック 

代表者 代表取締役 土井尚人 

本社所在地 北海道札幌市 

事業内容 
独自技術により完成させた完

全ヒト抗体の販売 

関連大学 北海道大学 

URL http://www.evec.jp/ 

出所：㈱音力発電 ホームページ 

出所：（株）イーベック ホームページ 

【特徴、強み】 

・現在使用されている治療用抗体には、マウス抗体をスタ

ート材料とし複雑な遺伝子組み換えによりヒト抗体に

似せたものはある。しかし、副作用を完全には排除でき

ないという問題点は解消されていない。この解決のため

に当社はヒト体内で感作された B リンパ球から完全ヒ

ト抗体を作製する技術を確立した。 

・当社独自の手法により確立された完全ヒト抗体作製技術

であるため、海外の抗体作製技術や関連する特許に依ら

ない抗体開発を実現。製薬企業各社様の要望に応じた完

全ヒト抗体作製も可能。 

・設立時より学外の経営人材が経営を執行している。 

【今後の展開】 

・抗体作製に特化し、権利化した抗体をライセンスして成

長を図り、IPO を目指す。 

【特徴、強み】 

・音や振動を電気に変える技術を活用して事業展開

を行っている。応用範囲が広く国内だけでなく海

外からも引き合いが多い。 

・研究開発型ベンチャーであるため、特許は最重要

課題と認識しており、国内だけでなく海外でも特

許を出願している。 

【今後の展開】 

・将来はインフラからユビキタス機器等の電源まで、

広い範囲での用途開発を目指している。また、防

音や防振、免振の効果、医療やセキュリティー分

野での応用も可能である。 

・将来的には研究開発ベンチャーからメーカーへの

飛躍を考えた事業展開を計画している。 
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大学発ベンチャー20 選（その 3）           株式会社 クリーンベンチャー21 

 

代表者 室園幹夫 

社所在地 京都市南区上鳥羽大物町 

事業内容 

マイクロ集光型球状シリコン

太陽電池の実用化および事業

化 

関連大学 
大阪大学、立命館大学、東京

大学 

URL http://www.cv21.co.jp/ 

 

 

 

 

 

大学発ベンチャー20 選（その 4） 株式会社 コンティグ・アイ 

 

代表者 代表取締役 鈴木 繁三 

本社所在地 岐阜県岐阜市 

事業内容 

微生物を使った土壌浄化・非

食料を原料とするバイオエタ

ノールの製造等 

関連大学 岐阜大学 

URL http://www.contig-i.co.jp/ 

 

出所：㈱クリーンベンチャー21  

ホームページ 

【特徴、強み】 

・松下で太陽電池の開発責任者だった室園氏が開発

中止に伴い退職して、新たに旧知の大学関係者の

支援を得てシリコン球を素子とした太陽電池を開

発。基本特許も取得済みで他社の製品開発をガー

ドできる段階にまで達している。 

・室園氏の技術力、推進力が大きく、大学教授との

連携、NEDO 事業の活用などに優れている。 

【今後の展開】 

・2009 年度内での量産化をめざして工場用地を物色

中。製品市場の 80％は海外で、量産化後は欧州を

中心に輸出を図りたい。 

・2010 年 10 月頃を目処に上場の予定。開発段階で

は中小企業投資育成の出資を得ているが、工場建

設資金は日本政策投資銀行と協議中である。 

【特徴、強み】 

・岐阜大学の高見澤教授が発見した刈り芝（のセル

ロース）を糖化するのに適した酵素を応用して、

芝等の非食料からバイオエタノールを製造する

方法を開発。大学のシーズを実用化するための応

用研究を自社で行い、どうすれば大学のシーズを

実用化できるのかを見極めることができるのが

会社の強み。 

・鈴木社長曰く、従業員にやる気があるのが一番の

強み。 

【今後の展開】 

・優秀な人材の確保が課題であり、人材確保のため

上場による会社の知名度向上を目指している。 

・現在は応用研究をやっているが、将来的には自社

で基礎開発も手掛けていきたい。 出所：㈱コンティグ・アイ 資料 
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大学発ベンチャー20 選（その 5） 株式会社 ジナリス 

 

代表者 西 達也 

本社所在地 神奈川県横浜市 

事業内容 ゲノム解析技術開発等 

関連大学 奈良先端大、東大等 

URL www.genaris.co.jp 

全成分解析のための精密質量分析計 

 

 

 

 

大学発ベンチャー20 選（その 6）           スパイバー 株式会社 

 

代表者 関山 和秀 

社所在地 山形県鶴岡市 

事業内容 

①再資源化可能な非石油系高

性能タンパク質繊維素材の研

究開発、②微生物モニタリン

グ技術の開発 

関連大学 慶應義塾大学 

URL http://www.spiber.jp 

 

出所：㈱ジナリス ホームページ 

【特徴、強み】 

・同社は、奈良先端科学技術大学院大学とゲノム解 

析に関する共同研究や東大との共同研究による環 

境に配慮したバイオ技術の開発を進めている。 

・ゲノムアノテーション解析を高精度で実現できる 

システムを開発するとともに、世界的規模の民間

ゲノムセンターであるAgencourt社との提携によ

り、ゲノム解析サービスの多様化を実現。 

・「次世代シーケンサー」（ＤＮＡを構成する配列を

同定）による大規模データ解析のコスト低減のた

めの技術を開発。  

【今後の展開】 

 高精度で安価なゲノム解析技術により、医薬関係

者以外にも、機能性化学品や環境に負荷の尐ない

化学品分野、環境分野、農水産分野、食品分野の

顧客層開拓を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

【特徴、強み】 

＜高性能タンパク質繊維素材＞ 

・コンピューターによりデザインされた新規フィブロイン

を自由に合成する技術（特許出願中、以下同様）。 

・デザインされたタンパク質を安価に量産する技術。 

・大手企業との戦略的なパートナリング。 

＜微生物モニタリング技術（CELL-ID™）＞ 

・バイオハザード及びバイオレメディエーション（土壌改

良菌を使った汚染土壌浄化）に係わる技術。 

＜全般＞ 

・次世代のスタンダードを見据えた研究開発。 

・経営陣の役割分担。 

【今後の展開】 

＜高性能タンパク質繊維素材＞ 

・２～３年以内に新素材を商品化。 

＜微生物モニタリング技術＞ 

・行政と連携し業界標準化、海外展開も視野に。 
出所：スパイバー（株） 資料  
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大学発ベンチャー20 選（その 7） 株式会社セルシード 

 

代表者 代表取締役社長 長谷川幸雄 

本社所在地 東京都新宿区 

事業内容 
再生医療事業・再生医療支援

事業 

関連大学 東京女子医科大学 

URL http://www.cellseed.com/ 

＜細胞剥離イメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学発ベンチャー20 選（その 8） 株式会社 創 晶 

 

代表者 代表取締役社長 安達宏昭 

本社所在地 大阪府大阪市 

事業内容 
医薬候補化合物やタンパク質

の結晶化受託 

関連大学 大阪大学 

URL http://www. so-sho.jp/ 

出所：㈱セルシード ホームページ 

【特徴、強み】 

・温度応答性ポリマーを活用して細胞を傷つけずに

シート状で回収する「細胞シート工学」という日

本発・世界初の基盤技術が一番の強み。 

・例えば販売については既存医薬品企業のインフラ

を提携で活用したり、製造は外部に委託したりす

るなど、外力をうまく使ったビジネスモデルを構

築していることも大きな特徴の 1つ。 

・また競争力の源泉となる特許は、基本的に全て自

社で管理している。 

【今後の展開】 

・基盤技術がユニークで海外でも高い評価を得てい

るため、グローバルな事業展開を志向している。 

・「細胞シート工学」に基づく再生医療の実用化を通

じて社会貢献することが設立当初からの基本理

念。その実現のために、前例にこだわらない「挑

戦と創造」をモットーに活動している。 

・株式上場についても、既に具体的な準備を進めて

いる。 

出所：㈱創晶 ホームページ 

【特徴、強み】 

・結晶化受託に特化しており、研究や投資が効率的。

顧客である製薬企業にとっては情報漏洩リスクが

尐なく委託しやすい。 

・技術の高さのみならず、顧客に経過報告を密に行

ったり、迅速な対応などで、顧客満足度の向上を

図っている。営業支援について、三菱商事と提携

している。 

【今後の展開】 

・シーズである高度なタンパク質結晶化技術をもと

に、今後とも製薬会社からの受託を増やしていく。

リピーターを増やしていくことで成長を図る。 

・受託中心のビジネススキームであり、安定的かつ

継続的成長を目指す。IPO は考えていない。 
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大学発ベンチャー20 選（その 9） ソフトイーサ 株式会社 

 

代表者 代表取締役会長 登 大遊 

本社所在地 茨城県つくば市 

事業内容 

ネットワーク通信・セキュリ

ティソフトウェア製品および

ハードウェア製品の研究開

発、ネットワークサービスな

どの提供 

関連大学 筑波大学 

URL www.softether.com/jp/company 

 

大学発ベンチャー20 選（その 10） テラ 株式会社  

 

代表者 矢崎雄一郎 

本社所在地 東京都新宿区 

事業内容 
がん樹状細胞ワクチン療法等

の実用化 

関連大学 東大,阪大、徳島大、千葉大等 

URL www.tella.jp 

 

【特徴、強み】 

・無借金経営。 

・IT 系出版界出身の社長の人脈による高い知名度。 

・技術開発部門と営業の分離。 

・代理店制度の活用による営業。現在、60 社程度の

代理店を確保。導入企業実績、約 4,000 社。 

【今後の展開】 

・国内の代理店を活用した海外展開の推進。 

・ハードと一体となった専用サービスの提供。 

・脳波の研究、同関連商品の開発。 

・チャンスがあれば IPO 等も検討。 

 

出所： ソフトイーサ（株） ホームペ－ジ 

出所：㈱テラ ホームページ 

【特徴、強み】 

・東京大学医科学研究所（先端診療部及び細胞プロ

セッシング寄附研究部門）で研究開発された細胞

培養技術をもとにがん治療の為の「樹状細胞ワク

チン療法」の事業化及び研究開発等を実施。 

・大学からの研究成果や知財を活用し、樹状細胞ワ

クチン療法を中心に化学療法（がん休眠療法）、

放射線療法（低侵襲放射線療法）等を組み合わせ

た独自技術、免疫を最大化する「アイマックスが

ん治療」の開発を進めている。 

・同社は、大学との研究成果や知財を活かして、医

療機関が同治療法を実施するための導入を支援

し、契約医療機関を拡大。 

【今後の展開】 

・今後も新規の技術開発を進めていくとともに、契

約医療機関の拡大を図る。2009 年 3 月 26 日株式

公開(JASDAQ NEO)。 

 

 

 

 

 



 76 

大学発ベンチャー20 選（その 11） 株式会社 ナノエッグ 

 

代表者 代表取締役社長 大竹 秀彦 

本社所在地 神奈川県川崎市 

事業内容 

DDS(ドラッグデリバリーシス

テム・薬物送達システム) 技

術であるナノエッグ、ナノキ

ューブをベースとした創薬、

化粧品・医薬部外品の事業化 

関連大学 聖マリアンナ医科大学 

URL http://www.nanoegg.co.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

代表者 代表取締役 内田景博 

本社所在地 大阪府大阪市 

事業内容 

疾病予防バイオマーカーによ

る機能性食品開発支援。薬剤

応答性マーカー探索による個

別医療の支援 

関連大学 京都府立医科大学 

URL http://www.biomarker.co.jp/ 

       

大学発ベンチャー20 選(その 12) 株式会社 バイオマーカーサイエンス 

【特徴、強み】 

・幅広いプラットフォームとなりうる、汎用性を持つ技術

の存在。創薬一本ではなく、研究開発期間、資金回収サ

イクルの短い化粧品・医薬部外品へも展開。 

・大学ブランドの利用、大学内での製品販売協力、大学と

の共同研究・施設賃借など大学との密接な連携。 

・研究者・経営者の役割分担を明確にした。 

【今後の展開】 

・既存のナノエッグ、ナノキューブの組み合わせで配合す

る成分、薬効を広げる方向での展開。3-5 年後の実用化

を考え、新規技術の研究開発も実施中。 

・海外企業との提携による海外展開。 

・知名度、信用力を上げ、世界一の人材を集めるため、2

年後を目途に IPO も検討中。 

出所：㈱ナノエッグ資料 

出所：㈱バイオマーカーサイエンス ホームページ 

【特徴、強み】 

・大阪商工会議所の企画により 91 社が参加した「機

能性食品開発研究会」で、座長を務めた京都府立

医科大学消化器内科学吉川教授が、食品の疾病予

防機能を評価する会社が必要と考えたことが、起

業のきっかけである。そのため、起業時から市場

や顧客が明確であったことが強みとなっている。 

・同教授は臨床の教授であり、門下の医師はバイオマ

ーカーの有用性を良く理解しているため、医療機

関内における理解者や顧客として期待しうる。 

【今後の展開】 

・現在は食品会社等が主要顧客であるが、今後はバイ

オマーカーの探索技術を活かし医薬品開発支援分

野で製薬企業との連携を進める。 

・IPO の準備はしていくが、相応の評価が得られれば

提携戦略も否定しない。 
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大学発ベンチャー20 選（その 13） 株式会社 ペプチドリーム 

 

代表者 窪田 規一 

本社所在地 東京都千代田区 

事業内容 医薬品候補の探索等 

関連大学 東大等 

URL www.peptidream.com 

抗体医薬ペプチド医薬小分子医薬
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【 特殊ペプチドの特徴 】

 

 

 

大学発ベンチャー20 選（その 14） 株式会社 光コム 

 

代表者 興梠 元伸 

本社所在地 東京都千代田区 

事業内容 光コム発生器とその応用等 

関連大学 東京工業大学 

URL www.optocomb.com 

 

CONFIDENTIAL

光コム測長計
• 周波数間隔・相対位相の正確な多波長＇＝光コム（の干渉を利用する。

光コム

周波数間隔の僅かに異なる
光コムを干渉させる。
一般的な多波長干渉計と異
なる。

参照面

測定面

L

光検出器

ビームスプリッタ
L

ffm 

frequency

mf

frequency

 

【特徴、強み】 

・東大の菅教授により開発されたペプチドの合成、

スクリーニング等に関する技術（ＲＡＰＩＤシス

テム）の活用により、特殊ペプチドを自在に創造

することが可能となり、この特殊ペプチドによる

医薬品候補の探索等を実施。 

・特殊ペプチドは生体内安定性や細胞膜透過性など

従来にない特性を有し、低分子化合物、抗体医薬

に続く次世代の医薬品候補物質としての期待もあ

り、海外大手製薬企業であるアストラゼネカグル

ープ企業との共同研究を始め、複数の国内外大手

製薬企業との共同研究を実施。 

【今後の展開】 

 数多くある製薬企業からの引き合いを着実に共同

開発に発展させていくとともに、特殊ペプチドの

種類は多く、基盤となる技術の強化も重要。 

 

 

 

 

                         

出所：㈱ペプチドリーム 資料 

【特徴、強み】 

・東工大の興梠氏の光コムに関する研究成果を活用 

し、光コム（光スペクトルの櫛）を「ものさし」

として用いることで、高速かつ高精度な測長のた

めの製品等を開発。 

・同社の製品を活用することにより、比較的大型（数 

メートル単位）をミクロン単位で既存製品の１０

倍以上の高速で測長（既存の製品では比較的大型

の機器等はミリ単位での測長が多い）となる測長

システムの構築することが可能。 

【今後の展開】 

・同社技術の特徴が活かせる顧客層との共同研究に

より、顧客先の測長システムに併せた部品提供を

目途に事業展開を進めていきたい。そのためにも、 

 顧客層の潜在ニーズを汲める営業人材の確保が重

要。  

  

 

 

 

 

出所：㈱光コム 資料 
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大学発ベンチャー20 選（その 15） ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ 株式会社 

 

代表者 代表取締役社長 菅野隆二 

本社所在地 山形県鶴岡市 

事業内容 
CE-MS を使ったメタボローム解析

及び関連事業 

関連大学 慶應義塾大学 

URL http://www.humanmetabolome.com/ 

 

 

 

 

大学発ベンチャー20 選（その 16） 株式会社 ブルックマン・ラボ 

 

代表者 代表取締役 松山 武 

本社所在地 静岡県浜松市 

事業内容 
CMOS 集積回路、イメージセン

サの開発・設計 

関連大学 静岡大学 

URL http://www.brookmanlab.com/ 

 

 

 

ﾋｭｰﾏﾝ・ﾒﾀﾎﾞﾛｰﾑ・

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（株）  

ホームペ－ジ 

【特徴、強み】 

・世界で最先端のメタボローム解析技術～CE-MS 法～（特

許取得済）が強み。①多成分を、②高い精度で、③簡

便に分析することが可能に。 

・慶應義塾大学先端生命科学研究所（鶴岡市）と約 6年

間の共同研究を通じ、900 種類以上もの代謝物質デー

ターベースを構築した他、様々な解析用ツールを開発

したのが強み。 

・創業時より、当社の技術が評価され、味の素株式会社

他、大手食品・製薬企業との提携に成功したのが強み。 

・ライフサイエンス分野で、経営経験が豊富な菅野を始

め、技術の開発者である大学教授、バイオ分野での目

利きとして著名なベンチャーキャピタリスト等によ

り構成される経営陣が強み。 

【今後の展開】 

・海外市場に本格進出する。 

・バイオマーカー探索研究を進め、医薬・診断分野で実

用化させる。 

 

【特徴、強み】 

・静岡大学の川人教授の持つ技術と実用域に近いテ

ーマ選定が大学発ベンチャー振興の時代背景にマ

ッチした。 

・イメージセンサの分野で世界的に有名な川人研究

室の研究成果を活用できることが強み。 

・当分野の技術を熟知している川人研究室の卒業生

を即戦力として採用できた強み。 

・世の中に必要とされていて、他社にマネできない

技術を保有していることも強み。 

【今後の展開】 

・現在の受託開発から脱却してファブレスメーカー

になるのが目標。 

 

出所：㈱ブルックマン・ラボ ホームページ 
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大学発ベンチャー20 選（その 17） メカトラックス 株式会社 

 

代表者 代表取締役社長 永里 壮一 

本社所在地 福岡県福岡市 

事業内容 

業務用アミューズメント機器

向け 2足歩行ロボットの開

発・販売 

関連大学 九州大学 

URL www.mechatrax.com 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学発ベンチャー20 選（その 18） 株式会社 ＭＥＣＡＲＯ 

 

代表者 代表取締役社長 村上信博 

本社所在地 秋田県潟上市 

事業内容 

風力発電システム開発・設計、

制御ソフト開発・設計、電子

機器・機械部品販売 

関連大学 

東京大学、秋田県立大学、足

利工業大学、秋田高専、工学

院大学 等 

URL http://www.mecaro.jp/ 

 

 

出所：メカトラックス（株） 資料 

 

【特徴、強み】 

・アイデアを試作機として「早く・安く」具現化

しつつ、市場開拓を行う能力に強み。 

・技術も分かる経営者である永里社長、技術担当

の古賀取締役という経営体制も強み。 

・様々な人材との出会い・支援を可能とする、福

岡地域の人的ネットワーク（綾水会、九州大学

知財本部ほか）も強み。 

【今後の展開】 

・一般に、ロボット事業はその話題性と比較して

ビジネスモデルの確立が困難であるが、アミュ

ーズメント機器に応用することで、早期の事業

化を実現した。将来的には、同分野で蓄積した

技術とノウハウを活かし、社会に貢献するサー

ビスロボット分野の開発・事業化を手掛けたい。 

 

（注）もう尐し（３行程度）コメントがあれば 

   追記頂けないでしょうか？ 

【特徴、強み】 

・要素技術(マグナス原理：1本の回転している円柱

に風が当たると圧力の差が生じ、揚力が発生す

る)の開発において、戦略的に特許を取得し、当

社独自ノウハウを有する。 

・高専、大学、県、大企業を含めた産学官の連携を

推進し、各々の強みを活用している。 

・戦略的にプレスリリースを実施している。 

【今後の展開】 

・製品の信頼性向上、低コスト化を図る。 

・風力発電の市場規模を拡大するよう尽力する。 

・今後受注が増えれば、工場を建設し、2～3 年後に

IPO を含めたステップアップを検討する。 

 

出所： 

（株）ＭＥＣＡＲＯ 

資料 
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代表者 代表取締役 浅原智彦 

本社所在地 京都市伏見区本木材町 

事業内容 
生物医学研究ツール、生体吸

収性徐法 DDS 基材の開発 

関連大学 京都大学 

URL http://www.medgel.jp/ 

 

 

 

大学発ベンチャー20 選（その 20） 株式会社 モルフォ 

 

代表者 代表取締役 平賀 督基 

本社所在地 東京都文京区 

事業内容 

画像処理技術の研究開発及び

製品開発ならびにライセンシ

ング 

関連大学 東京大学 

URL http://www.morphoinc.com/ 

 

 

大学発ベンチャー20 選（その 19） 株式会社 メドジェル 

出所：㈱メドジェル ホームページ 

【特徴、強み】 

・京大再生医科学研究所の田畑教授が開発した生

体吸収性 DDS 材料等を大学、メーカーのツール

として提供。体内で不安定な薬物を安定化さ

せ、さらにその分解吸収とともに薬物を徐々に

放出させることが特徴で競合品がなく価格的

にも優れている。 

・経営および開発資金等で丸紅が支援。開発拠点

の大阪・彩都ラボは動物実験用の共同施設も適

宜利用可能である。 

【今後の展開】 

・メドジェルブランドの製品価値を高め、販路を

積極的に開拓したい。 

・中長期の研究開発資金の調達のためメーカー（繊

維、化学等）などパートナーの確保を検討中。 

【特徴、強み】 

・独自の画像処理技術を核とした手ブレ補正（6 軸）

の技術が最大の強み。 

・知財戦略にも力を入れ、国内外でも特許を取得。 

・創業者である平賀社長は東京大学大学院 理学系研

究科情報科学専攻(博士課程) 修了の博士（理学）。

研究開発部門では同じく東京大学やその他の大学

で博士をとっている若手が揃っている。 

【今後の展開】 

・国内の携帯電話市場は、市場が限られるため、海

外の携帯電話市場にも参入している。 

・携帯電話以外の分野（AV 機器等）の市場参入も検

討。 

・将来的には IPO も検討中。 

 出所：（株）モルフォ ホームページ 
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＊ 資料編 ＊ 

 

 

１．アンケ－ト調査票（コアベンチャー向け） 

２．アンケ－ト調査票（共同研究ベンチャー向け） 

３．アンケ－ト調査票（ベンチャーキャピタル向け） 

４．アンケ－ト調査票（大学向け） 

５．アンケ－ト調査票（ＴＬＯ・インキュベ－ション施設向け） 

６．大学発ベンチャーの製品・サービスの紹介 
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大学発ベンチャー 製品・サービスの紹介（１） 

 

Ｎｏ． 種類 会社名 所在地 商品名
具体的にターゲットとする主要な

顧客
商品の特徴 PR活動

1 コア

有限会社国際
感性デザイン
研究所＇広島国
際大学ベン
チャ（

広島県 ラクマットレス 病院、福祉施設

入院患者は必ずといってよいほど
褥瘡もち、その理由は低反発のウ
レタンマットを使用するから。本商
品は高分子によるバティー特性を
もつ高反発マットレスで、褥瘡原因
をすべてクリア。病院での治験も
大成功。

これからテレビ等の活動を行う＇す
でに新聞に公報ズミ（

2 コア
株式会社脳機
能研究所

神奈川県
感性スペクトル解析システムＥＳＡ
Ｍ

商品開発、環境計測、ニューロ・
マーケティング

ヒトの心の状態を喜・怒・哀・楽の
独立した４感分に分離して、その
時間変化を表示、感性が数値化で
きることがユニークで新商品・環境
に対する満足感、意識化の心の状
態が判定できる。

積極的には行っていない、マスメ
ディア利用者の口コミが頼りで、こ
の点が小規牧ベンチャーの問題点
でもある。

3 コア
株式会社移動
ロボット研究所

千葉県 屋外自律移動ロボット
大学、研究機関で屋外実環境で
のソフトウェア開発用。

経量で使いやすい。ＲＴ、ミドル
ウェア開発用プラットフォーム実環
境対応で四輪独立サスペンション
付

学会等の展示ブースで紹介。

4 コア
株式会社ＶＲス
ポーツ

香川県 健康家族
全国民・家族＇赤ちゃんからお年寄
まで対象とした健康ソフト（

パソコンの知識がなくても家庭で
使える健康ソフト　・類似商品はな
い。＇病院・業務用はある（

ネット販売、店頭販売＇健康関連
施設（、一括注文販売＇業界団体、
企業（

5 コア 株式会社ｉＭｏｔｔ 神奈川県 耐フレッチング摩耗シム
機械・大型構造物で締結構造で作
る物、及びこの製造会社。

これまで防げなかったフレッチング
摩耗を大幅に低減出来る新製品。

ＨＰにアップする予定。展示会で公
開。

6 コア
株式会社つく
ばスポーツイン
テリジェンス

茨城県 スポーツドック
プロ．アマ向け　体力測定．動作
分析サービス

ＶＩＣＯＮを用いた３次元動作分析。 ＨＰ、口コミ

7 コア
株式会社Ｌ．
Ｖ．Ｍ．Ｃ．

東京都 リポコラ 一般女性

コラーゲンの三次構造を維持した
まま、ヒフ角層への親和性を計る
ためにリポソームを組み合わせた
点。

インターネット

8 コア
長良サイエンス
株式会社

岐阜県 植物性グルコシルセラミド
食品、薬品、化粧品会社及び大学
の研究員

世界初の商品で純度９９％の標準
品

ブース展示、各業界誌に公告

9 コア
株式会社セパ
シグマ

福岡県 膜完全性試験用試薬 医薬品メーカー＇膜のユーザ（ 安価、高感度
学会、業界での展示会および直接
膜ユーザに

10 コア
株式会社マス
ターオブサイエ
ンス

東京都 ＭＩＮ６細胞株
製薬会社＇糖尿病治療薬開発企
業（

繰り返しの継代培養に耐えて当初
の機能を貫して維持することので
きるインスリン分泌細胞株を提供
すること

糖尿病治療薬開発企業へ候補薬
の血糖降下作用を確認することが
可能。企業の開発・薬理など担当
者との面談

11 コア
有限会社超音
波材料診断研
究所

愛知県
非線形超音波による不完全接合
部画像化技術

鉄鋼業界：微細介在物検出：不完
全接合部検出　自動車：溶接凝固
境界検出：スポット溶接境界測定

従来のパルス超音波法はスキ間
＇空気（と金属の音響インピーダン
ス差＇音速×密度（を利用するの
で、介在物・密着亀裂・溶接凝固
界面の検出は極めて困難である。
非線形超音波法は界面の持つ非
線形性を利用することでこれから
の検出を可能にする。

・ＨＰ　・学協会での発表　・専門書
出版＇ものづくりのための超音波非
破壊評価・検査・着賢堂２００９．３
月出版（

12 コア
株式会社光子
発生技術研究
所

滋賀県 “Ｍｉｒｒｏｒｃｌｅ”－みらくる－ＣＶ４ 高度分析、非破壊検査

高度分析では大型射謝光で行う
分析を自社ラボで行うことができ
る。非破壊検査では大型の構造物
を高分解能で、又はミクロンオー
ダーで深さも達成。

国内外展示会への出展、ウェブサ
イト、学会等での発表。

13 コア
マイクロトモグ
ラフィー株式会

山形県 眼底検査装置　ＥＧ－ＳＣＡＮＮＥＲ 医療機関 眼底の断層像取得 販売店経由で学会発表ＰＲ

14 コア
アルブラスト株
式会社

兵庫県 簡易型細胞培養システム 大学病院・研究所
安価に、ハードとソフトが一体に
なった、信頼性の高いセルプロ
セッシングシステムです。

15 コア
フルイドウェア
テクノロジーズ
株式会社

埻玉県
タンパク質結晶化チップ＇国際宇宙
ステーションで使用　ＪＡＸＡ依頼（

タンパク質を研究している企業、大
学、国研、特に創薬＇ガン用（を研
究・開発企業。

マイクロ流体チップであること。小
型、安価、ディトボリューム＇試薬
等（が尐くない。

弊社ＨＰ、２／１６、１７、１８　ビック
サイト、ナノ・テク展

16 コア
ベキニット株式
会社

東京都 チタン繊維製電極 水電解水素発生装置

直径２０ｍｍのチタン繊維焼結体
のため、表面が平清でかつ多孔体
であり、電解効率が大幅に向上す
る。

直販、ウェブ上でＰＲ。

17 コア
ジェノダイブ
ファーマ株式会
社

神奈川県
マイクロサテライトマーカーによる
＇創薬ターゲット　副作用因子（解
析

製薬企業、ＣＲＯ

18 コア
株式会社植物
エネルギ

北海道 すずしろの花 前向きに生きようとする人々
世界に１つだけの最高の手づくり
石けん

企業秘密

19 コア
ガイア協同組
合

広島県 バンブーテコガーデンシステム

竹炭を使用した屋上・壁面緑化シ
ステムで、竹炭の保水力を利用
し、ほとんど潅水の不要な、メンテ
ナンスフリシステム。

ホームページ　・展示会　・マスコミ
等の取材

20 コア
有限会社緒方
材料科学研究
所

北海道 高純度ＤＮＡ
光デバイス、電子デバイスメー
カー

世界で唯一の販売 売りこみ

21 コア
株式会社あの
津技研

三重県 アゴクリーン
濁水浄化処理　浚渫汚泥処理　農
畜産排水浄化処理

＇１（塩水中でも凝集固化機能を有
する。＇２（処理土壌は再分散しな
いが、耕すことは可能。＇３（主原料
は製紙かす焼却灰で、循環型社
会構築に寄与する。

環境関連の展示会出展。・経産省
の「新連携事業」認定。・愛知県の
リサイクル商品として「あいくる材」
認定。

22 コア
株式会社バイ
オマスター

神奈川県 ＣＡＬ脂肪移植術
乳がん患者の乳房再建、胸部イン
プラントの置換

人工物による治療に対して、副作
用がなく、且つ、自然なバスト形成
できる。

インターネット中心。
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大学発ベンチャー 製品・サービスの紹介（２） 

 

Ｎｏ． 種類 会社名 所在地 商品名
具体的にターゲットとする主要な

顧客
商品の特徴 PR活動

23 コア
株式会社アップ
ウェル

福岡県 ラクトフェリンホワイト
メタボが気になる方＇但し、トクホで
はないため表示不可（

ヒト治験において、プラセボ群に比
して有意な減量効果を得た。ま
た、他のラクトフェリン品に比して、
約６倍の抗菌効果。

現在口コミのみで販売している。

24 コア
株式会社ＯＳＵ
Ｈｅａｌｔｈ　Ｓｕｐｐ
ｏｒｔ　Ａｃａｄｅｍｙ

大阪府 運動指導サービス 自治体、民間企業、個人
医学的、科学的、経験的に支えら
れたエビデンスに基づく楽しい運
動指導サービス

ホームページ、営業活動

25 コア
株式会社十勝
生ハム製造研
究所

北海道 ＇２年間熟成した（骨付生ハム レストラン、ホテル
わが国でも数尐ない、国産豚肉を
使用したもの。２年間の長期熟成
したもの。

イベントの時に試食

26 コア
株式会社ハイ
ファジェネシス

神奈川県 微生物培養物＇菌体、抽出物（ 製薬企業
新種を含むバリエーションが豊富。
かび、放線菌、コノコを主体に合計
約２万株を保有

ホームページ、パンフなど

27 コア
株式会社Ｘ線
技術研究所

大阪府 蛍光Ｘ線分析装置 材料分析、環境分析 軽量小型、高感度
ホームページ、広告＇含インター
ネット（

28 コア
株式会社アライ
ドレーザー

京都府
レーザー微細加工装置　軟Ｘ線細
胞顕微鏡

半導体、電子部品メーカー、医療
材器

加工物に応じたアプリケーションを
提供できるレーザー加工材、世界
初のコンパクト顕微鏡

展示会

29 コア
株式会社ＦＩＴＵ
Ｔ研究所

東京都
インターネットを利用した道路トン
ネルの火災シミュレーション

高速道路各社とその関連業者

手元のＰＣにデータを入力すること
により、該当道路トンネルの火災
時の煙の挙動が入手でき、トンネ
ル利用者の安全対策にデーテを
提供できる。

ホームページ　・面談Ｐ．Ｒ．・学会

30 コア
バイオプロジェ
クト株式会社

宮崎県 もうもう太郎 家畜業
牛の腸内細菌を適正に修復する
ため、牛の恒常的ゲリ＇５０％以上
の牛が症状を示す（を抑える。

ホームページ　販売員による普及

31 コア
有限会社服部
エスエスティ

熊本県 スッポン甲羅、腹甲　粉末
コラーゲン＆カルシウムの摂取を
希望する顧客

・スッポンの甲羅　復甲のみを乾
燥→微粉末に加工した従来にない
製品　・動物試験の結果も良好＇販
売資料には使用不可（

店頭にて、サンプルを配布して、現
品を確認願い、その后は通販に
て、定期的購入を期待。

32 コア
メジェップ株式
会社

愛知県 マイクロはんだジェット噴射装置 実装＇パーケージング（業界
はんだを飛ばして　はんだ付けな
いしは配線をコンピューターコント
ロールで行う。

行っていない、現在　使用試行
中。試用装置として販売。

33 コア
株式会社三次
元メディア

滋賀県 ３次元ビジョンライブラリ「ＴＶＬ」
自動車メーカ、電機メーカ、ロボッ
トメーカ、産業機械メーカ

高精度、自動３Ｄ認識 ＨＰ、展示会

34 コア
有限会社シー
オーツーテクノ

福井県
超臨界二酸化炭素＇ｓｃＣＯ２（を用
る、ＰＥＴ繊維の加工

特定企業と研究中

35 コア
エフシー開発
株式会社

茨城県 研究用燃料電池腰電極接合体
燃料電池及び燃料電池用材料・部
材の研究開発に携わる大学・国公
立研究機関、民間の研究所

顧客の研究目的に応じた個別仕
様の膜電極接合体。

ＦＣエキスポ＇東京ビッグサイトで
毎年２月開催（、電気化学会大会
＇年２回開催（、ＦＣシンポジウム
＇毎年１回（に毎回展示。営業担当
者が顧客を巡回。

36 コア
ＮＵエコ・エンジ
ニアリング株式
会社

愛知県 ラジモ プラズマ中のラジカル測定装置

プラズマ中等反応室内の原子状ラ
ジカル＇Ｈ．Ｎ．Ｏ（は、電荷を有し
てない発光しないなどの特性を有
しているため、従来の手法では測
定不能でありました。今回、特殊な
光源を開発し、その測定＇絶対密
度（を可能とした。

セミコンショーなどで展示

37 コア
ナノフォトン株
式会社

大阪府 レーザラマン顕微鏡＇ラマン－１１（ 企業、大学、国立研究所の研究者

材料を構成する物質を非破壊で光
学的に観測できる装置で、他社に
比べて極めて高速にラマン像を観
測可能。

ホームページ、科学誌広告、展示
会出展

38 コア

有限責任中間
法人高知予防
医学ネットワー
ク

高知県
特定保健指導用指導ソフト「メタボ
ンジュ～ル」

保健指導事業者、病院等

問診による基本情報の入力と健診
による検査値から問題点を自動で
抽出、それに基づくアドバイスコメ
ントを自動生成。指導及び改善率
のデータ蓄積による栄養・運動の
最適な指導方法の提示＇蓄積され
た豊富なデータを基に解析し、そこ
で得た医学的根拠のある指導方
法の提示が可能（経験の有無を問
わず、適切な指導ポイントがわか
る＇健診データは直接読込、解析
だからソフトにお任せ、表示された
指導方法から選ぶだけ（ハイパ
フォーマンスソフトが初期投資が
尐なくて導入可能、しかも個人情
報の保護機能を備えた専用ノート
パソコン使用でセキュリティー。

39 コア
株式会社キット
ヒット

福岡県 たねちゃん＇おしゃべり機能付（
独り暮しの年長者、若者および介
護施設やデイケアサービス等の施
設

付属ＣＤを購入者のＰＣに挿入し
対話コンテンツをインストールし、
たねちゃんを接続して、たねちゃん
との会話を楽しみます。従来商品
と比して認識力がよく、一般会話、
昔話、しりとりなどが出来ます。

幣社のネットショップ、ブログ、メル
マがおよび関係者の人的ネット
ワークによるＰＲ

40 コア
株式会社デー
タスピリット

三重県
トラブル管理支援システム　ｍｉｎｉ
ｍａｍｏ＇ミニマモ（

製造業などで生産設備を運用して
いる企業、設備管理や品質管理の
必要な企業

データベースに入力された「こと
ば」を使って、完全に自動的に情
報を分類整理することができる。
知識辞書を自動産成することが最
大の特徴です。

日本設備管理学会等での発表、
展示等およびホームページでのＰ
Ｒ
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大学発ベンチャー 製品・サービスの紹介（３） 

 

Ｎｏ． 種類 会社名 所在地 商品名
具体的にターゲットとする主要な

顧客
商品の特徴 PR活動

41 コア
コスメディ製薬
株式会社

京都府 ｍｉｃｒｏｈｙａｌａ 婦人＇３０～６０才（
効果が明確な化粧品＇効能は、し
わ及び美白（

当社は現在ＯＥＭ生産であり技術
宣伝が主。販売会社＇アトバンスト
メディカルケア社（はホームペー
ジ、機関誌、店頭等でＰＲ。

42 コア
株式会社アド
バンヘルス研
究所

熊本県 上肢用ＣＰＭ装置　ＡＨ７０６
整形外科の病院・医院　リハビリス
テーション等

仰臣人位で使用できる　・前腕の
回内・回外を自然に促して複雑な
運動が可能　・ユーザフレンドリー
な操作性を優しいデザイン　・患者
が安心してリハビリを主体的に行
える。

医療学会等でのＰＲ＇実演、ポス
ター等（パンフレット

43 コア
環境電子株式
会社

福岡県 メダカを使った水質自動監視装置 地方自治体＇県、市、町（の水道局
誤報が尐ない、価格が安い、精度
が高い。

地方自治体の水道施設主に浄水
場の１件１件を飛び込み営業で売
り込む活動。

44 コア
株式会社メディ
ネット

神奈川県 免疫細胞療法総合支援サービス
直接的：がん治療を実施する医療
機関　間接的：がん患者

先端的医療である免疫細胞療法
の実施に不可欠な技術・ノウハ
ウ、細胞加工施設、資材・試薬、医
療管理システム等を、医療機関に
対して包括的に提供。個々の患者
に適したオーダーメイド医療を可能
すべく、複数の治療技術を実用
化。

医療従事者向け：専用Ｗｅｂサイ
ト、学術情報季刊誌、学会でのラ
ンチョンセミナー　一般向け：Ｗｅｂ
サイト、新聞等での広告

45 コア
有限会社筑波
バイオテック研
究所

茨城県 ハイブリッドバイオマス変換装置
食品工場、ファミリーレストラン、
スーパーマーケット

食品残注５ｔ／ｄ処理を行ないペ
レット燃料、液胞に転換する。ＣＯ
２制限は年間２５０ｔ程度である。食
品残渣の量・質でコストは変化す
る　１ｔ／ｄ以上が望ましい

ホームページを中心、口コミ

46 コア
株式会社アレ
ナビオ

茨城県
細胞レベルのバイオアッセイによ
る機能評価

健康食品メーカー　医薬品会社
医薬品原料、食品原料の健康促
進機能を簡便に評価。

ホームページ　展内会等

47 コア
電子システム
デザイン株式
会社

静岡県 低雑音スイッチング電源 ＣＤ製造業者 極めて低雑音 展示会に出展

48 コア

株式会社ＪＡＰ
ＡＮ　ＭＡＧＧＯ
Ｔ　ＣＯＭＰＡＮ
Ｙ

岡山県 医療用無菌ウジムシ 糖尿病等の壊疽治療を行う病院

糖尿病等の足壊疽により、足の切
断を余義なくされた患者の足をウ
ジムシに壊疽部分を食べさせて治
す治療法。

学会発表、ＨＰによる告知。

49 コア
ペクセル・テク
ノロジーズ株式
会社

神奈川県 ソーラシミュレータ
太陽電池を研究開発もしくは製造
する企業、研究機関

凝似太陽光源として小型、卓上型
で高品質＇均一光量（なうえに操作
上の付加をもつ機能

展示会におけるデモ、学術論文に
おける使用実績の紹介＇ユーザー
が出版物に使用設備として記載
す（業界誌による広告、国立研究
機関での使用実績。

50 コア 株式会社創知 東京都 ＸＬＵＳ＇カイラス（Ｗｈｉｔｅ
大手メーカーの研究開発及び事業
部門の企画部門

数万件の特許情報を、自動的に１
枚のレーダー図に表現可能。他社
と異なり、論文データ、判例データ
などテキストリッチなデータであれ
ばいずれも応用でき、汎用性が高
い。

プレスリリース、ＤＭ、知財情報シ
ステム等の雑誌掲載　ＨＰ、イベン
ト出展など。

51 コア
株式会社ウエ
アビジョン

兵庫県 ハンディスコープ型電子めがね ロービジョン者
矯正視力０．３以外の弱視者でも
くっきり見える細膜投影式電子
ビューア

ロービジョン者の展示会ｅｔｃ

52 コア
ヴイストン株式
会社

大阪府 教材ロボットＢｅａｕｔｏシリーズ
教育機関＇中～高、高専、大学（企
業の研修題材として。

ものづくりとプログラミングがバラ
ンス良く学べる教材ロボット製品
センサとモータの仕組み、プログラ
ムの基礎で学べる「Ｂｅａｕｔｏ　Ｃｈａ
ｃｅｒ」や、当社のノウハウにより安
価で充実した開発環境を実現した
倒立振子制御教材「Ｂｅａｕｔｏ　Ｂａｌ
ａｎｃｅｒ」など幅広いラインナップを
揃えている。

専門誌、学会誌での広告、教員同
士のネットワークによる普及

53 コア
株式会社セラノ
スティック研究
所

愛知県 テーラーメイド、メディカルサポート
クリニック又は健診センター経由
地域住民及び企業従業員

３万例以上のデータ及び血液バン
クを基盤に学術的裏付が高い。・
介入効果のある生活習慣病に的
を絞り、遺伝子リスク、バイオマー
カー、環境リスクから包括的に発
症リスクを独自にアルゴリズムで
判定。

クリニック、健保、企業への商品説
明、各種展示会への出展、学術講
演会、健保対象の講演会での発
表。

54 コア
株式会社バイ
オメッドコア

神奈川県 ＯＶＡ－ＯＭＬ 研究者＇大学企業（
尐量の抗原量で効率良く免疫誘
導が行われる。

展示会への参加　・代理店からの
販売

55 コア クリノ株式会社 宮城県 ＣＲＡＳ＇細胞呼吸活性測定装置（ 生殖医療技術研究所

細胞＇受精可、膵島細胞等（の品
質評価を行う上で、形態学的＇主
観的（評価以上により精密かつ非
侵襲的に測定が可能である。

主要学会展示及び生殖医療技術
研究所等への個別訪問及びデモ
ンストレーション

56 コア
株式会社マイ
クロフェーズ

茨城県 カーボンナノチューブ合成装置 研究開発部門、技術者
低価格ながら、高性能のカーボン
ナノチューブを合成することができ
る。誰でも使える設計。

カタログを展示会で配付。

57 コア
バイオアカデミ
ア株式会社

大阪府 ストレプトリジンＯ毒素
＇１（医学・生物学研究者　＇２（診
断薬メーカー

ストレプトリジンは溶血レンサ球で
菌の産生する毒素で、診断薬の原
料細胞学的研究用試薬として重要
である。しかし菌体が産生する量
は微量なので純度の高い毒素を
得ることは極めて困難であるため
非常に高価である。幣社では組織
体として大量に生産して高度に精
製する方法を確立したので世界一
の品質の製品がつくれた。

幣社のホームページ、学会の抄録
集での広告、バイオ月刊雑誌の広
告、Ｅ－メール、販売会社からの
宣伝
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大学発ベンチャー 製品・サービスの紹介（４） 

 

Ｎｏ． 種類 会社名 所在地 商品名
具体的にターゲットとする主要な

顧客
商品の特徴 PR活動

58 コア
先端フォトニク
ス株式会社

東京都
高速大容量光配線実装基板の設
計

電機メーカー　通信機器メーカー

従来の電気配線基板に比べて、
光配線を用いることにより＇１（低消
費電力化　＇２（高速化＇最大１０～
４０Ｇｂｐｓ（が可能となります。

新聞掲載＇日経、日経産業、日刊
工業にて実績（　ＷＥＢニュース
＇日経ＢＰ、Ｔｅｃｈ－ｏｎ（、業界イベ
ント＇インターオプト展、ＦＵＥ展、Ｊ
ＰＣＡショー（

59 コア
合同会社希尐
糖生産技術研
究所

香川県 Ｄ－プシコース＇試薬（ 食品産業＇甘味料（

天然に存在する量が極めて尐な
く、希尐糖＇国際希尐糖学会の定
義（の１種である。血糖値の上昇
抑制、肥満防止などの生理活性が
報告されている。砂糖の７割程度
の甘味で、さっぱりした甘さが特徴
である。

特定保健用食品に申請し＇関連会
社（、認可されれば甘味料として食
品産業にＰＲの予定、現在は、試
薬販売会社へ納入し、販売会社を
通じてＰＲ。

60 コア
株式会社ＳＴＡ
Ｃ

神奈川県
ミニチュア拡散スクラバーによる室
内空気汚染ガス簡易測定装置

分析機器関係業者、環境計測開
係業者、ビル管理業者、

拡散スクラバー法を用いた室内空
気汚染ガス＇ホルムアルデヒド（を
コンパクトな捕集管＇ミニチュア拡
散スクラバー（で捕集し、ＬＥＤを光
源として使用した簡便な比色計に
より、現場において迅速にホルム
アルデヒド濃度を精度良く測定で
きる。

ガステック株式会社が製造と販売
を行っている。

61 コア
株式会社農研
堂

佐賀県 青果「バラフ」
都心部ホテル＇帝国ホテル等（高
級スーパー　百貨店＇伊勢丹、三
越等（

・塩味と酸味のある新野菜、キラキ
ラとした水泡状の細胞が表面にあ
る為、見た目に美しい。

食品展、農産品展などへの出
展。・ホテル、百貨店等への直接
営業。

62 コア
株式会社セル
クロス

東京都
＠ＣＥＬＬ　ＬＡＮ　＠ＣＥＬＬ　ＬＡＮ
ＴＭ

オフィスユーザー

簡単に導入ができて、情報漏洩が
なく、セキュアで干渉を受けず、安
定通信が可能な無線ＬＡＮシステ
ム

展博への出展　ホームページへの
掲載

63 コア
有限会社ロ
ボットテクノス

長崎県 水中ロボット「海猫」 官公庁、調査会社、漁業、発電所

コンパクトで底質を巻上げない可
変ベクトルプロペラ１個で航行可
能。沿岸駅５００ｍ以内なら作業船
不要。

ＨＰやロボット展示会、各種イベン
トへ出展

64 コア
株式会社ツー
セル

広島県 幹細胞自動培養装置「ゆりかご」
幹細胞研究を行なっている研究機
関

弊社の技術である、間葉系幹細胞
の「超増幅技術」を自動化した、世
界初の装置です。

学会や展示会等での発表によるＰ
Ｒ　・ＨＰによるＰＲ

65 コア
株式会社疲労
科学研究所

大阪府 産業疲労。ストレス検診システム

安心、安全を最優先とする公共交
通機関公共インフラを掌る電力会
社、ガス会社、不規則な就業を
行っているＩＴ関連企業、メンタルヘ
ルス対策に積極的な企業

自覚症状を見る疲労専門、問診表
と生体データ＇自律神経データより
解析（との組み合せで医師が診断
する検診システムであり競合他社
にはないサービスの提供を行って
いる。

自社によるセミナー、シンポジウム
の開催。・経産者支援の「新連携」
関連展示会出展　・医療関連展示
会出展

65 コア
株式会社ビー
クル

岡山県
ｉｎｖｉｖｏ　ＳｉＲＮＡ送達キャリアの受
託製造

ヒト肝細胞を研究している研究者
の内、ＳｉＲＮＡの送達を目指してい
る方。

ＳｉＲＮＡをｉｎｖｉｖｏで標的細胞に送
達させることは困難である。当社
のＳｉＲＮＡ送達キャリアは、静脈内
投与により、ヒト肝細胞を移植した
動物モデルにおいて、ヒト肝細胞
にＳｉＲＮＡを送達することが可能で
ある。

ＨＰ上でのＰＲ、学会等でのＰＲ。

66 コア
株式会社エコソ
リューション
ネット

大阪府 バイオ活性剤「ＥＳＷ－１」 排水処理施設を有する食品工場

対象は排水処理施設の中の生物
反応槽。本剤＇液体（を水で１０００
倍程度に薄めてから投入すると、
生物処理の問題＇バルキング、ス
カム（が解決する。

パンフ、ホームページを作成。教
員等スタッフの人脈を伝って売り
込みを行う。＇不特定多数の顧客
を相手にする製品ではない。（

67 コア
株式会社ワイ
ンレッドケミカ
ル

東京都 イムノグロマト用金コロイド 診断薬メーカー

イムノクロマト作成時に高濃度Ａｕ
コロイドで安定に抗体をつけること
ができ感度の高いキットが作成で
きる。

ホームページ

68 コア
サンケァフュー
エルス株式会
社

茨城県
三菱・ＳＣＦバイオディーゼル＇ＢＤ
Ｆ（プラント

主に廃食油を大量に出している法
人

ＪＩＳ規格を超える高品質のバイオ
ディーゼルを製造　日本で唯一の
連況反応式で割安な製造コスト。

三菱化工機社と共同での営業

69 コア
株式会社レー
ザーシステム

北海道
レーザースクライブシステム用光
学エンジン

半導体製造装置メーカー　半導体
デバイスメーカー

従来のダイヤモンドカッター式スク
ライブ装置に比べて「切りしろの縮
尐」「チップの歩留まり向上」「切り
くずの削減」「ランニングコストの低
減」「加工速度の向上」等の効果
が見込める。

半導体デバイスメーカー等から加
工ニーズ、要望等をいただき、これ
に対しレーザー加工の企画・提
案、サンプルへの加工等を行う。

70 コア
株式会社緑水
学舎

大阪府 ＳＩＭＥＲＵＳフロート
一般園芸ユーザから小規模緑化
事業者まで

動力を必要としないのでどこでも
簡単に設置でき、安価。製品自体
が土の乾湿をセンサし、自動給水
を行う。水の排出ロスがないため、
節水効果、排水による汚染がほと
んどなく、また雤水利用も可能。※
植物工場の養液栽培とは異なる。

ホームページ＇ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｉ
ｍｅｒｕｓ－ｒｇ．ｃｏｍ（

71 コア
株式会社なう
データ研究所

福岡県 ＮａＵ　ＤＳＰ

大学病院＇診療支援システム
「オーダ検証」（－＇例（　検診業社
＇健康管理ＡＳＰ「報告書の自動作
成」（－＇例（　サービス業＇大規模
顧客管理システム（－＇例（　機器
メーカー＇製造ノウハウ共有システ
ム（－＇例（

Ｊａｖａ等の言語と比較してコード量
を約４分の１に、開発時間を１０分
の１に！“プロセス”と“ルール”を
分けて実装し“ルール”部分を
「ルールベース」として管理『ルー
ルベース技術を活用して純国産ソ
フトウェア』

営業活動

72 コア
株式会社イオッ
クス

大阪府 銀、銅、各種金属酸化物ナノ粒子 総合電子部品メーカー 大量に安価で提供できます。
ＨＰ以外は個別に企業訪問をして
います。

73 コア
有限会社植物
育種研究所

北海道 高機能性タマネギ「さらさらレッド」 健康に気を使っている方

タマネギは野菜として健康イメージ
があるが、当社で開発した新品種
「さらさらレッド」は、機能性成分ケ
ルセチンを一般のタマネギと比較
して数倍多く含む。

新聞、ＴＶ、取撮
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大学発ベンチャー 製品・サービスの紹介（５） 

 

Ｎｏ． 種類 会社名 所在地 商品名
具体的にターゲットとする主要な

顧客
商品の特徴 PR活動

74 コア
株式会社東京
農大バイオイン
ダストリー

北海道
エミューモイスチャーオイル＇３０ｍ
ｌ（

エミュー＇走鳥類（の脂肪を精製し
たエミュー油を原料とし、保湿性に
優れている。

75 コア
ファルマフロン
ティア株式会社

京都府 肥満・糖尿病チップ解析システム 大学研究者・企業研究者

インフォマティクスに強くない一般
の生物研究者がＤＮＡ‐Ｍｉｃｒｏａｒｒｙ
データの持つ意味を解釈すること
が容易に出来るようになる、解釈
サポート受託

ホームページ、学会ブース

76 コア
株式会社イー
グル技術研究
所

石川県 憩いの枕 一般顧客

安全、安心として環境に優しい商
品を地元の伝統、工芸文化技術に
基いて開発している。石川県木の
能登ヒバ＇あすなろ（の香りを生か
し癒しの枕を開発、２００８年グッド
デザイン賞を受賞した。

これまでにくちコミのみで６００個販
売好評を得ている。本年度より委
託販売を積極的に進める。現在中
小企業基盤整備機構のインキュ
ベータを拠点としているが家賃も
高く、金沢市内での新店舗へ移店
予定である。

77 コア
株式会社ＳＰＤ
研究所

静岡県 ＳＰＤ装置ＫＭ－２５ 大学・研究機関

薄膜製造装置：溶液タイプの原料
であれば使用可能　原料選択の
幅が広い　複雑な形状の薄膜形
成に威力を発揮

学会発表　各種展示会へ出展

78 コア
イーラムダネッ
ト株式会社

神奈川県
ハイビジョン光Ｋランシーバ＇光
ネットワークインタフェースボック
ス（

ＣＡＴＶ、大学、企業＇工場内（
ハイビジョンリアルタイム光伝送可
能＇遅れない（サイバホスピタル、
遠隔教育、遠隔手術～適用可

展示会、新聞発表、学会発表など

79 コア 株式会社ＥＣＩ 東京都
ＴＡＸＩＳｃａｎ－ＦＬ＇蛍光細胞動態
解析装置（

公的研究機関、研究所
細胞の走化性運転を再現性よく観
察

代理店経由で実施

80 コア
株式会社アペ
ラィド・マイクロ
システム

東京都 ニードル式ディスペンサー
ハンダ、接着剤塗布、マスク、薄膜
形成、ＬＥＤを扱っているメーカー

ピコリットルオーダーの液体を塗布
可能

展示会、ホームページ、技術発表
会等

81 コア
有限責任事業
組合Ｃ．Ｐ．プ
ロジェクト

大阪府 過熱水蒸気発生装置一式
食品製造業、ドラム管再生、環境
浄化事業

コンパクト設計　クライアントの要
求に応じ変化

講演会　大学シーズ発表会への出
展

82 コア
株式会社ビー
エムジー

京都府
各種ポリマー＇医療用（　アクリ
ショット＇義歯床材料（

国内外の販売会社　各大学研究
室

医療用生体内分解吸収性ポリ
マー　人体に優しい義歯床用材料

ＤＭ

83 コア
株式会社植物
ハイテック研究
所

奈良県
「モンテ・レハーブ」野性スイカゼ
リー飲料

美容飲料→女性、一般、エステ、
健康食品店　肝硬変予防→アル
コール多飲、生活習慣病等の対象
者

アフリカ・カラハリ砂漠に自生する
野生種スイカにはアミノ酸の一種
であるシトルリンを多量に含んでお
り、活性酸素消去能がある。美
容、アンチエイジング、肝機能改善
等に有効である。

新開、雑誌、各種展示会を通じて
ＰＲしている。

84 コア
株式会社ＭＣＢ
Ｉ

茨城県 ＤｅＶｉｅｗ 研究所・製薬企業
生活試料中のタンパク室・ペプチド
解析データの解析ソフトで多群比
較解析が容易

・ウェブサイト　・学会シンポｅｔｃ

85 コア
桃太郎源株式
会社

岡山県 Ａｄ－ＲＺＩＣ

前立腺ガン、悪性中皮腫及び他の
固形癌に対する治療剤で現在治
療法の確立されていない進行性ガ
ン、転移性ガン、また悪性腫瘍の
患者様

現在の癌治療の課題である「癌細
胞の選択的破壊」と「抗癌免疫活
性＇免疫療法（」の二課題の解決
で、かつ安全性の確立された、手
法がおこなえる新規治療剤＇アデ（
ＲＺＩＣ製剤を前立腺ガン、中皮腫
に直接局所投与することで腫瘍の
消失又は顕著な縮尐効果とバイス
タンダー効果さらに抗癌免疫活性
による肺転移層への治療効果

パンフレット及びＷＥＢページによ
る広報・地元＇岡山（財界、企業へ
の働きかけ、紹介・中国経済産業
局　エンジェル税制　事前確認第１
号

86 コア
株式会社デン
タルアロー

北海道 プラチ・ナノテクト
口腔内粘膜に問題をかかえておら
れる方。＇抗ガン治療ｅｔｃ（

東大ベンチャーの＇株（アプト社と
の共同開発。白金ナノコロイドの
抗酸化能を高いレベルで商品化し
た。

87 コア
有限会社エス
アイディー

静岡県 液体濃縮装列「水太郎」

福祉作業施設の経営改善＇障害
者収入の増額が可能になるビジネ
スモデルの提案＇地域活性化（温
泉観光業者及び、製塩業者、他。

省エネルギー型＇２４時間無人運
転（　常温気化式＇一切の加熱減
圧等を加えない（

ホームページを開設しＰＲ手段とし
ている　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓ－ｉｄ．ｊ
ｐ

88 コア
有限会社ラビッ
クス

福島県 ｅ安否 １００～１０００人規模の法人など

携帯電話を使った緊急連絡網シス
テム。・自動集計。・組織図を作成
可。・リーズナブルな価格。・カスタ
マイズ可。・返信するまでしつこく
送信される。

ネット広告がメイン　・代理店

89 コア
日本環境計測
株式会社

福岡県 ＭＩＪ－１４ＰＡＲ　光量子センサー 気象・農業・林業
耐候性、低ドリフト、良好な温度特
性

ホームページ、口コミ

90 コア
団塊サポート
株式会社

埻玉県
ＷＥＢサイト「団塊サポート・ｃｏｍ」
内「生きがい羅針盤」

団塊世代・中高年世代
リタイア前後からの４０年間分の
キャッシュフロー表をかんたんな入
力で試算でき、ゲーム感覚で提供

地方自治体の「団塊世代講演会」
などで案内中

91 コア
フェアリーデバ
イセズ株式会
社

東京都 ステラウィンドウ 宇宙、天文に興味のある一般人
大学、研究機関との連携により取
得した網ラ的な宇宙のデータな写
真

あまり行っていない。

92 コア ラドネット東北 宮城県 診断支援業務 病院　放射線診断 精度の高い診断 ホームページなど

93 コア
株式会社　苗
屋

福井県 マイクロフローラ 一般顧客
一定期間メンテナンスフリーで蘭
などの植物を観賞できる。

展示会等への参加を行っている。

94 コア
株式会社広島
バイオメディカ
ル

広島県
ニワトリモノクローナル抗体受託作
製サービス

診断薬企業、製薬企業

弊社技術を用いることで、既存方
法では取得困難なターゲットに対
して網羅的かつ高親和性のモノク
ローナル抗体が取得可能となりま
す。

展示会への出展
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大学発ベンチャー 製品・サービスの紹介（６） 

 

Ｎｏ． 種類 会社名 所在地 商品名
具体的にターゲットとする主要な

顧客
商品の特徴 PR活動

95 コア
ストレックス株
式会社

大阪府 卵細胞傾斜培養装置TECS 不妊治療施設、畜産
受精卵・未受精卵へ物理的刺激を
与え、従来の培養系を崩さずに卵
管内の胚移動の一部を再現する。

学会展示、及び全国不妊治療施
設・畜産系へのデモンストレーショ
ン・デモ機貸出等。

96 コア
株式会社
COCO・WA・
DOCO

東京都 ココダフォン
コールセンタシステム構築ベンダ
様

ベンダフりーな点 人脈による営業

97 コア
株式会社リバ
ネス

東京都 科学雑誌『someone』記事掲載 大学広報・企業のCSR部門

大学や企業が持つ科学技術を分
かりやすく文章とイラストを用いて
紹介する記事であること。また、掲
載される雑誌『someone』は全国の
高校に7万部配布されていること。
さらに、そのすべてが学校が送料
を負担して取り寄せを行い、購読
をされていること。

高校へのFAXでの案内、WEBでの
プレスリリース、HPでの情報発信

98 コア
＇株（関西総合
情報研究所

大阪府
建設業界向け電子納品統合支援
ツール「Logicalシリーズ」

土木建設CADベンダおよび公共団
体＇工事発注者（

標準仕様であるSXFに準拠した確
認、検証作業の高速処理

建設CALS/EC建設CALS/ECに関
するイベント出展

99 コア
株式会社　生
物学応用研究
所

神奈川県

健康食品素材の医薬品GLP準拠
安全性試験/ヒト疾患モデルマウ
スを用いた健康食品素材の有効
性試験

健康食品メーカー/食品メーカー/
健康食品分野に二次展開する異
業種企業

　これまで健康食品メーカーの多く
は、新食品素材について詳細な安
全性試験を実施していませんでし
た。しかし、本年4月からの第三者
認証制度の開始を受けて、これら
のエビデンスデータが必須となっ
てきています。　そこで、弊社は医
薬品GLP(Good Laboratory
Practice)安全性試験機関と協力
体制を構築し、健康食品素材向け
の医薬品GLP準拠安全性試験を
提供しています。

ヘルスビジネスマガジン社や食品
化学新聞など食品業界誌で、すで
にパブリシティ活動は行っていま
すが、これからも継続し、さらに拡
大する予定です

100 コア
株式会社オン
チップ・バイオ
テクノロジーズ

東京都
オンチップ・フローサイトメーター
“FISHMAN”

大学等研究機関＇細胞や細菌の
研究者（製薬会社＇創薬スクリーニ
ング（医療機関＇診断用途（

当社は世界に先駆け使い捨てチッ
プ型のフローサイトメーターを開発
した。使い捨てチップを用いること
で、これまでのフローサイトメー
ターより、小型、簡単操作を実現
し、チップ交換によりコンタミネー
ション・フリーで直ぐに解析を開始
できる。これまでのフローサイト
メーターより高検出感度で、細胞
のみならず細菌の検出・解析も可
能である。当社は、本装置によりフ
ローサイトメーターをより手軽な研
究ツールとすることを目指してい
る。

展示会への出典

101 コア
株式会社ファー
ストメカニカル
デザイン

埻玉県 高性能ミラーマウント＇MM1000S（ 研究機関及び大学等 長期安定性と比類無き操作性
口コミやホームページでの紹介及
び商社による営業

102 コア
株式会社名城
ナノカーボン

愛知県 単層CNT 大手製造業 高品質、単層CNT ホームページ、展示会

103 コア
有限会社シー
バイオン

香川県 エステナードスキンケア＇化粧品（ 一般女性 海洋微生物による糖鎖を使用

104 コア
ファーマコセル
株式会社

長崎県 BBBキット 製薬企業・研究機関 HP、展示会、訪問

105 コア
株式会社　愛
媛キャンパス
情報サービス

愛媛県 動物実験申請・審査システム
動物実験、DNA実験等の各種実
験を管理する大学等の機関

申請書のWeb入力と、審査過程の
電子化

受託先への説明以外は特に行っ
ていない

106 コア
株式会社
トゥー・ユー

愛知県

不審者画像の携帯送信システム
「your Security」の開発を含む会員
制サイト「Honeyface」
http://www.honeyface.co.jp

一人暮らしの女性

市販のwebカメラとインターネットを
活用し、webカメラが動体を捕らえ
たら自動的にメールで知らせるセ
キュリティシステムである。HDの記
憶容量も移動体検知のときのみ
セーブするため、長時間記憶が可
能である。

PPC広告

107 コア
株式会社アイ
カムス･ラボ

岩手県 マイクロアクチュエーター 株式会社ソキア・トプコン
プラスチックマイクロ歯車を用いた
アクチュエーターにより、小型・軽
量・低価格・オイルフリー

個別営業

108 コア
株式会社テクノ
フェイス

北海道 フォトコミックサービス
一般ネットユーザ、企業広報部門
等

PCに一切ソフトをインストールする
ことなく、ブラウザのみで高機能な
マンガスタイルの画像編集ができ
ます。

展示会、旅行代理店タイアップに
よる広告、Web記事、プロモーショ
ンサイト運営など

109 コア
株式会社スカ
イライト・バイオ
テック

東京都 LipoSEARCH
脂質代謝異常を伴う疾患をター
ゲットにしている研究者及び製薬
会社

50マイクロリットルという極尐量で
詳細な血清脂質を測定できる。

110 コア
自然免疫応用
技研株式会社

香川県 Somacy
飼料メーカー、食品メーカー、化粧
品メーカー

特許物質のため、従来品はない。
展示会出展、研究成果に関する論
文執筆、専門誌への投稿、産学支
援機関との連携

111 コア
合資会社バイ
オコム・システ
ムズ

福岡県
SKIN-CAD＇経皮治療システム開
発用薬物動態解析ソフト（

製薬企業，大学，研究機関
経皮吸収を伴う薬物動態解析ソフ
トとしては国内外で唯一の商品

自社ホームページ，代理店による
PRおよび学会・論文発表による学
術的PR

112 コア
株式会社ナノ
エッグ

神奈川県
マリイアンナナノキューブエマル
ション

一般消費者 保湿力アップ 折り込みチラシ、DM

113 コア
有限会社バイ
オデバイステク
ノロジー

石川県 DEP-Chip シリーズ 研究開発部門
バイオセンサ構築に最適の高感
度、高精度ディスポーザブル印刷
電極

HP、BioEXPOなどの展示会でPR
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大学発ベンチャー 製品・サービスの紹介（７） 

 

Ｎｏ． 種類 会社名 所在地 商品名
具体的にターゲットとする主要な

顧客
商品の特徴 PR活動

114 コア
株式会社クロ
モリサーチ

愛知県
HAC ベクターを用いた安定発現細
胞株の樹立受託サービス

製薬会社、大学等研究機関

トランスフェクション法あるいはウイ
ルスベクターを利用した一般的な
遺伝子導入法と異なり、 HAC ベク
ターは細胞染色体への遺伝子挿
入を伴なわず細胞染色体外で維
持されるため、外来遺伝子を希望
する制御のもと長期安定に発現す
る細胞株を作製できます。

ホームページ、販売提携会社を通
じた営業活動

115 コア
(有)いわて西澤
商店

岩手県 雑穀と大地のめぐみのパン
健康志向の大都市圏の消費者、
主婦、子供さん

ブランブレッドに近い、噛めば噛む
ほど味の出るヒエ入り全粒ライ麦
食事パン：岩手の伝統的畑作二戸
在来ヒエを使用、このヒエは、動物
実験で血糖値を下げ、血中の善玉
ホルモンのアディポネクチン及び
HDL-コレステロール濃度高めるこ
とがわかっている(Biosci.
Biotechnol. Biochem.， 73(2)，
(2009)) 。成分的特徴として悪玉脂
肪のトランス脂肪酸は含まない。

東京都北区のタウン誌への広告、
東京都北区のベーカリーでの販売
をアンテナにする。地元新聞等へ
のパブリシティ。

116 コア
(有（QPS研究
所

東京都 小型衛星搭載用管理基板 JAXA、大学等、制御機器メーカー
ルネサスH8やPICなどのシングル
チップコンピュータを組み込んだ
データ収集装置

地域衛星開発に興味を持つ中小
企業グループ，大学研究室等への
PR

117 コア
有限会社マロ
ニエ技術研究
所

栃木県 光触媒活性テスター　(PAM-NT1)
光触媒製品を製造する企業の開
発部門、大学、研究機関、建築施
工業者

光触媒活性度の測定時間を従来
の10分の1以下の時間＇3～5分
間（で測定可能。

展示会等での発表

118 コア
金沢電子出版
株式会社

石川県
eラーニングコンテンツの制作と
LMS(学習管理システム)の構築

金沢大学 対面講義のeラーニング化
各種展示会(eLearning Worldなど)
への出展とユーザーへのパンフな
どによる宣伝

119 コア
株式会社
Oncomics

愛知県 OncoPDT-PanC 健康診断や人間ドック受診者
すい臓癌に対して血液を使用した
一次スクリーニング検査

医療機関にダイレクトメールや学
会等で展示会出展

120 コア
ネオケミア株式
会社

兵庫県
炭酸ガスパック剤「エコツージェ
ル」

ニキビなどの肌のトラブルに悩む
人、およびスキンケアやアンチ
エージングに対する意識の高い人

炭酸ガスの経皮吸収による血行
促進とボーア効果で皮膚を健康に
美しくするだけなく、世界初の部分
痩せ効果が得られる＇神戸大学医
学部で実証研究中（。

経済産業省や特許庁、近畿バイオ
インダストリー振興会議、千里ライ
フサイエンス振興財団等開催の技
術フェア等での製品展示、学会や
学術雑誌での発表、新聞・雑誌等
の取材。

121 共同
ヒュービットジェ
ノミクス株式会
社

東京都
コホートを基盤としたヒト臨床試験
＇食品の科学的エビデンスを提供（

大手食品会社

永年培って来た地域コホートを利
用して、食品の機能評価をヒトの
臨床試験データを用いて行うもの
で、大手食品会社からはデータの
信頼性に関し、高く評価され、単な
る受託に止まらず、企画提案＇ソ
リューション（型の事業となってい
る。

食品会社への直接の企画提案、
中期的な契約による信頼関係の
構築を目指している。

122 共同
有限会社にゅう
とん倶楽部

長野県 玉ねぎの皮粉末＇食品（
メタボリックシンドローム対応、生
活習慣病予防効果

特許乾燥方法により従来の乾燥
品の数倍の機能性を確保。現在
の食品から摂取不足の食物繊維、
ミネラル、アミノ酸が豊富。最も重
要成分は「ケルセチン配糖体」＇ポ
リフェノール（が人身に吸収され易
い構成。

生活習慣病予防、アンチエイジン
グ対応、メタボリック予防改善

123 共同
株式会社ケン
テック

大阪府 ファインコーティングナノ
超硬合金金型への１μ ｎ以下の耐
摩耗セラミックコーティングを必要
とするお客様

従来の１ｍｍ以下の薄膜ではなし
得なかった高い密着性

展示会、ＨＰ

124 共同
アワーズテック
株式会社

大阪府
エネルギー分散型蛍光Ｘ線分析装
置ｏｕｒｓｔｅｘ１０１ＦＡ

道路会社・鉄道会社 軽量・可搬・迅速分析・高感度
展示会出品、分析サービス、ｗｅｂ
広告

125 共同
銀河通信株式
会社

岩手県 デザイン二次元コード 一般企業
従来のＱＲコードは白黒だが、そ
れに単純な絵やマークを＇色つき（
合成しても、読みこめる。

新聞などに取材依頼。

126 共同
株式会社バー
ネット・インター
ナショナル

大阪府 絹衣化粧品 中高年女性、肌の弱い女性向 保湿性が長時間持続 インターネット、口コミ、取材

127 共同

横浜市立大学
ＣＳＲセンター
有限責任事業
組合

神奈川県

＇１（ＣＳＲのマネジメント・システム
規格＇ＩＳＯでもまだつくっていない（
＇２（地域志向ＣＳＲマネジメントシ
ステム規格＇３（ＣＳＲ用リスクマネ
ジメントツール・リスク評価ツール
＇析出表（＇４（各規格やツールの
解説書

中小企業やＮＰＯを中心とするす
べての事業体

＇１（ＣＳＲに取り組むために、事業
体内にしくみが必要だが、それを
容易に構築できる。＇２（環境、品
質、情報セキュリティなど多様なマ
ネジメントシステムを統合する軸と
なる。＇３（中小企業にとっても有効
に利用できる。

・ＨＰに掲載＇ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｃ
ｓｒ－ｙｏｋｏｈａｍａ．ｎｅｔ／（→ｈｔｔｐ
ｓ：／／→ｓがつきます

128 共同
株式会社Ｍ２
ウイン

熊本県 サソ・ベッピン ４０～５０代女性

千種類の成分のみを使い、水や熱
を加えないで特殊製法により製造
して無添加化粧石けん。泡立て
ネットで泡立てた泡で、洗顔等髪
の毛から全身に使える石けん。

泡立てて、手につけて洗っていた
だき、この石けんの良さを体感して
頂くデモストレーションを店頭で実
施中。

129 共同
株式会社ＴＴＥ
Ｓ

東京都 Ｗ．Ｉ．Ｍ　システム
道路管理者　今後は、重量物の配
送に関する業種にも売り込みたい

橋梁を通過しているトラックなどの
速度・重量が瞬時に把握可能。従
来品は止まらなければ、重量を測
定できなかった。

コンテナトラック配送センターなど、
素速く、総重量が知りたいであろう
業種に移り込みたい。

130 共同
株式会社ブロ
グウォッチャー

東京都 ＳＨＯＯＴＩ　ＢＵＺＺソリューション
ＷＥＢ上で商品の告知、販売を
行っている企業全て。

ネット上の消費者の意見を集め販
促用のＷＥＢサイトに招示する
サービス

展示会への出展／プレスリリース
／広告＇ＷＥＢ（
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大学発ベンチャー 製品・サービスの紹介（８） 

 

Ｎｏ． 種類 会社名 所在地 商品名
具体的にターゲットとする主要な

顧客
商品の特徴 PR活動

131 共同
株式会社チャフ
ローズコーポ
レーション

神奈川県 水虫薬「ＭＯＩＹＡ」＇米国で承認（ 水虫患者

・廃棄物であるホタテ貝殻を原料と
している。・米国内の他社市販水
虫薬より効能があると答えた人は
７０％以上。・一切の副作用がな
い。・価格は量産により、現在品の
半値以率に出来る。

米国内でリーフレット、デモ宣伝の
外、ＴＶ、新聞、、雑誌の宣伝を行
なう予定。国内では輸入許可を
取っていないので宣伝不能。

132 共同
株式会社東日
本技術研究所

茨城県 ホタル　イルミネーション 法人 比べるものがない、新しい製品
直販、ホームページ、新聞、ダイレ
クトメールその他

133 共同
プラゲノム株式
会社

大阪府 簡易型真贋判定装置 ニセモノ被害をこうむる企業 目視で簡単に判定出来る 講演会、個別顧客訪問。

134 共同
ヴィヴィドワー
クス株式会社

東京都 ＣＲＡＮＥＳ 公官庁

一般のユーザーが本システム上で
行った議論をツリー構造化し、それ
らの小旅位が全体の議論の趨勢
にどのように影響しているのかを
論理学的な指標化手法により視覚
化することができます。これによ
り、普段は専門的であったり、話の
つかみどころがなくてなかな理解
できなかった身近な政策に関する
議論がより分かりやすくなります。

特になし

135 共同
株式会社マグ
ナデザインネッ
ト

沖縄県
高性能ダイバーシティＬＳＩ　ＳＳＣＤ
－Ｊ２

カーナビメーカー等

既存４ダイバー方式と比較して、性
能的にさほど差が無いが、安価に
システムが組める。車載地上デジ
タル放送受信システムに最適であ
る。

高性能、安価！

136 共同
ＳＴＥＭバイオメ
ソッド株式会社

福岡県 マイクロスフェアアレイ
国公立の研究機関及び病院の研
究所

生組胞の３次元疑集魂＇スフェロイ
ド・スフェア・ＥＢ（を均一サイズで、
認意寸法に形成することが可能で
ある為、長期間の大量培養で、か
つ細胞機能が均一に維持できる。

専門的はな学会での講演・ポス
ター発表と併設展示会へ出展。
＇日本再生医療学会、日本神経科
学会（顧客先でのセミナー、プレゼ
ン活動。

137 共同
株式会社シス
テム・ジェイ
ディー

福岡県 ＳＴＩＬＡｃｃｅｓｓＴＭ
ソニー株式会社、株式会社半導体
理工学研究センター　他

半導体のテストパターンＳＴＩＬを慢
文解析する機能を提供し、半導体
のテストコストとテスト品質の向上
のためのソフトウェア開発を効率
化するためのＣＡＤソフトウェア。

テストパターン編集の効率化と品
質向上に効果的

138 共同
有限会社デジ
タルヒューマ
ン・テクノロジー

東京都 平均人頭模型およびデータ

メガネ、ガスマスク、化粧品、ヘッド
フォンなど頭に装着する製品の適
合設計に。あるいは、ヘッドフォン
の音響伝達特性評価に。

日本人男性、女性の実測頭部形
状＇５０名（を平均化し、かつ、Ｍ：ｃ
ｒｏＣＴで取得した詳細な耳たぶ形
状をそなえた模型・データです。

ホームページのみ

139 共同
株式会社プロ
ジェクトアイ

愛知県 人命救助ロボット 消防・安全局・自治体

大災害時倒壊家屋に閉じ込められ
た人の許に瓦礫を抉じ開け進み、
血圧、心拍・体温・血流を無侵襲で
検出可能なバイタルセンサを備
え、赤外カメラにより状況確認をし
ながら、被災者の声の確認と心
音・体温の確認を行い、確実な救
出とトリアージを迅速に行う。そし
て被災者情報画像と医療データを
遠隔の災害拠点病院へ送信し、医
師の診断の下で救助活動を実施
する人命救助ロボットである。

・横浜市安全管理局、長岡市消防
本部、名古屋市消防本部を開発に
参加してもらって、営業活動も行っ
ている。・横浜開港１５０周年記念
フェスティバルで実演した。あいち
ロボットフェスタに展示した。ロボッ
トビジネスフォーラムに参加した　・
日本集団災害団災害医学会、日
本生体医工学会、プライマリケア
学会、国際災害医学会等学会発
表で広くＰＲした。・名古屋都市振
興会大学発ベンチャービジネスプ
ラングランプリ受賞、公的助成金
申請も行い、あらゆる機会をＰＲに
活用。

140 共同
ＲｏｂｏＰｌｕｓひ
びきの株式会
社

福岡県 全方位移動ロボット　ＷＩＴＨ 大学等研究機関

オムニホイールと呼ばれる車輪を
三方向に配置することで、全陥位
に移動可能である。また、様々な
オプションを搭載可能である。

ターゲットは、大学等研究機関で
あるので、学会の展示ブースや、
産学連携展示会への出展

141 共同
ネイチャーテク
ノロジー株式会
社

北海道
アロマパッチシート＇商品名：貼ろう
ハーブ（

０歳から１００歳までの幅広い使用
層　メイン層は、４０代以降女性

・天然の香り成分のみを主成分と
する。・衣服に貼りつけて使用する
為、安全性が高い。・様々な効果
について、医学データを取得して
いる。

・主要なドラッグストア、イオン店舗
での全国販売　・地域に密着した
ルートでの販売＇観光土産店を含
む（　・有名人にモニター使用をし
ていただいている。

142 共同
株式会社ジェイ
テック

兵庫県
放射光施設向けＸ線ナノ集光ミ
ラー

Ｓｐｒｉｎｇ８、高エネ研、ＥＳＲＦ＇フク
レス（ＡＰＩ＇アメリカ（など世界中の
放射光施設

世界トップレベルの集光能力を有
する集光ミラー及びその集光装置
世界トップレベルの表面ナノ形状
加工技術を使った各種ミラー

展示会等

143 共同

バイオシステム
メディカルテク
ノロジー株式会
社

岡山県
中空糸型細胞培養器及システム
化

細胞研究者、バイオ人工・臓器の
使用病院及研究機関

中空糸に布織布の組合せで、細
胞床をして効率良く培養が可能

展示会、論文、学会発表

144 共同

株式会社ジャ
パン・ティッ
シュ・エンジニ
アリング

愛知県 自家培養表皮ジェイス 医療機関

患者に移植した治療するシート状
の組織で、そのほとんどが患者の
表皮細胞で構成されている。正常
な皮膚組織１ｃｍ２程度から約３週
間で全身をおおうのに十分な培養
表皮の作製が可能。２００７年１０
月に国内第１号の再生医療製品と
して製造承認を取得＇適用対象は
重症熱傷に限られている（。２００９
年１月からは公的健康保険が適用
されている＇留意事項あり（

学会、自社ＨＰでの紹介、研究会
の開催など

145 共同
ＡＬＧＡＮ株式
会社

京都府
紫外線ガードチェッカー　ＵＶｉａ＇ユ
ヴィア（

化粧品関係、ＵＶカットフィルム関
連企業

サンスクリーン剤などのＵＶ対策商
品の効果を簡単計測できる商品で
す。

ＨＰでの広告、及び個別企業への
売り込み  
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大学発ベンチャー 製品・サービスの紹介（９） 

 

Ｎｏ． 種類 会社名 所在地 商品名
具体的にターゲットとする主要な

顧客
商品の特徴 PR活動

146 共同
株式会社ク
ラーロ

青森県
コンパクトデジタルスライドスキャ
ナー　ＴＯＣＯ

医療機関　研究機関　教育機関
・全視野オートフォーカス　・コンパ
クトモデル　・お求めやすい価格設
定

学会等での展示

147 共同
ケムテックイノ
ベーションズ

置いた件 触媒式フロン分解装置 廃棄物処理業者
従来の燃焼法と異なり６００℃程度
の低温で、フロン類の完全分析が
可能。メンテが容易、省エネ。

提携先の＇株（環境総研がＰＲ。瀧
田の人脈。

148 共同
トータルケア・
システム株式
会社

福岡県
使用済み紙おむつリサイクルプラ
ント

自治体と連携した使用済み紙おむ
つ処理事業者

使用済み紙おむつを水溶化処理
することによって、パルプとプラス
チック、汚泥に分離回収し、パルプ
は建築資材、プラスチックはＲＰＦ
＇固形燃料（、汚泥は土壌改良剤
の原料として活用。燃却処理に較
べＣＯ２排出量は１／６程度。

＇１（新聞、雑誌、テレビなどの取材
によるＰＲ　＇２（各種公演会での発
表や工場見学でのＰＲ　＇３（環境
関連コンテストへの応募＇例：大学
発ベンチャービジネスモデルコン
テスト（

149 共同
株式会社ＳＴＣ
システム・ジャ
パン

鳥取県 リカロ入りソーセージ 業務用　飲食店等
ＨＰ＇既存（　添付の「リカロ伝説」を
効果的な方法で公表したい  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


